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奈良地方最低賃金審議会運営規程 

 

 

（規程の目的） 

第１条 奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、最低賃金

法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令（昭和３４年政令第１６

３号）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

（会議の招集） 

第２条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が必要と認めたときのほか、

奈良労働局長、５人以上の委員又は労働者代表委員、使用者代表委員及び公益委

員各１人以上を含む３人以上の委員から開催の請求があったとき、会長が招集す

る。ただし、年度最初の会議は、奈良労働局長が招集する。 

２ 前項の規定により、奈良労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場

合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１０日前までに会長に

通知しなければならない。 

３ 会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほか、少

なくとも７日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知するとともに、奈

良労働局長に通知するものとする。 

 

（小委員会等） 

第３条 会長は、審議会の議決により、特定の事案について事実の調査をし、又は細目

にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会等を設けることができる。 

 

（委員の欠席等） 

第４条 委員は、会長が必要があると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声

の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシス

テムをいう。次項において同じ。）を利用する方法によって会議に出席すること

ができる。 

２ テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、審議会令第５条第

２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を会

長に適当な方法で通知しなければならない。 

４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときには、あらかじめ会

長に適当な方法で通知しなければならない。 

 

（会議の議事） 

第５条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときには、会長の許可を受けるものと

する。 

３ 審議会は、会長が必要と認めるときは、委員でない者の説明又は意見を聴くこ

とができる。 
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（会議の公開） 

第６条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保

護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害

されるおそれがある場合、又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不

当に損なわれるおそれがある場合は、会長は、審議会の議事を出席委員の過半数

をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところにより、会議を非公開と

することができる。 

２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなどの必要な

措置をとることができる。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録及び議事要旨を作成し、議事録には会長及び会

長の指名した委員２人が署名するものとする。 

   ２ 議事録及び会議資料は原則として公開とする。ただし、公開することにより、

個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利

益が不当に侵害されるおそれがある場合、又は率直な意見の交換若しくは意思

決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合は、会長は、議事録の一部

又は全部を非公開とすることができる。 

   ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

   ４ 前三項の規定は、小委員会等について準用する。 

 

（意見の提出） 

第８条 会長は、審議会において議決を行ったときは、答申書又は議決書を奈良労働局

長に提出するものとする。 

 

（小委員会等の議事運営） 

第９条 この規程に定めるもののほか、小委員会等の議事運営に関し必要な事項は、小

委員会等の長が当該小委員会等に諮って定める。 

 

（規定の改廃） 

第１０条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

この規程は、令和３年６月２４日から施行する。 
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奈良地方最低賃金審議会傍聴規程 

 

第１条  この規程は、奈良地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の傍聴に

関し、必要な事項について定めるものである。 

 

第２条  審議会の会議（以下「会議」という。）を傍聴しようとする者は、係員に住

所及び氏名を告げ、その指示により傍聴席に着かなければならない。 

     ただし、傍聴席が満席の後は、その入場を拒否することができる。 

   ２  集団で多人数の者が傍聴しようとする場合において、その団体（集団）を

入場させることにより、他の傍聴人の席が著しく少なくなると認めるときは、

審議会は、その若干人を指定して傍聴させることができる。 

 

第３条  審議会は、傍聴席の整理上必要があると認めたときには、傍聴券を発行し、

傍聴人の数を制限することができる。 

   ２ 前項の規定により傍聴券を発行したときは、傍聴券を持たない者は、入場す

ることができない。 

 

第４条  次の各号の一に該当すると認められる者は、入場を許されない。 

   １ 酒気を帯びている者。 

   ２ 凶器その他危険なものを持っている者。 

   ３ 旗、のぼり、こん棒、プラカード等を携帯している者。 

   ４ 前各号に掲げる外、会場の秩序を乱すおそれがあると認められる者。 

 

第５条  傍聴人は、いかなる理由があっても、傍聴席以外の場所に入ってはならない。 

 

第６条  傍聴人は、傍聴中、次に揚げることをしてはならない。 

   １ みだりに傍聴席を離れること。 

   ２ 飲食等をすること。 

   ３ 拍手その他いかなる方法でも、議事の言論に批評を加え、又は可否を表わす

こと。 

   ４ 放談、私語その他喧噪にわたり又は議事を妨害するような行為をすること。 

   ５ 前各号の外、会場の秩序を乱す言動をすること。 

 

第７条  会議中において写真の撮影、録音、放送又はこれらに類する行為をしようと

するときは、あらかじめ事務局に申し出て許可を得なければならない。 

 

第８条  審議会会長及び事務局は、この規程を守らない傍聴人に対しては、注意を与

え、なお止めないときは、その者を退場させることができる。 

 

第９条  傍聴人は、会議開始５分前までに着席すること。以降の入場は認めない。 

 

第１０条 この規程の改廃は、審議会の決議に基づいて行う。 

 

附 則     この規程は、平成２９年６月２２日から施行する。               

資料№３ （案） 

4



5



 資料№４



6



7



8



9



10



11



12



13



14



 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 広報・情報戦略統括室 総合情報戦略課 

担当：伊原、藤田、朱山  ＴＥＬ :  03-5470-1521 

https://www.smrj.go.jp/research_case/research/survey/index.html 

２０２３年３月３０日 
 

第１７１回 中小企業景況調査 

（２０２３年１－３月期） 
調査機関：独立行政法人 中小企業基盤整備機構 

 

《調査結果の概要》 

中小企業の業況判断ＤＩは、３期ぶりに上昇した。 
 

(1) ２０２３年１－３月期の全産業の業況判断ＤＩは、▲13.7（前期差9.2ポイント増）となり、

３期ぶりに上昇した。 
 

(2) 製造業の業況判断ＤＩは、▲13.6（前期差5.6ポイント増）となり、３期ぶりに上昇した。

業種別に見ると、パルプ・紙・紙加工品、食料品、家具・装備品、繊維工業など１０業種で上

昇し、機械器具、鉄鋼・非鉄金属、金属製品など４業種で低下した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

  ・コロナ禍以降低調な動きのまま現在に至り市況は回復の傾向にはあるが、まだまだ本来の力のある
戻りではなく先行き不透明。将来むかえる設備の老朽化問題、従業員の確保等課題が多く大きな変
換期にきている事を感じる。[繊維工業  山形] 

 

(3) 非製造業の業況判断ＤＩは、▲14.1（前期差9.9ポイント増）となり、３期ぶりに上昇した。

産業別に見ると、サービス業、卸売業、小売業、建設業のすべての産業で上昇した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

  ・全国旅行支援及びインバウンド増加により、宿泊人数及び宿泊単価が好転。但し、仕入単価、水道
光熱費上昇により利益減少が続く。[宿泊業  神奈川] 

 

(4) 全産業の長期資金借入難易度ＤＩは、▲5.7（前期差0.9ポイント増）と３期ぶりに上昇し、

短期資金借入難易度ＤＩは、▲3.5（前期差1.0ポイント増）と３期ぶりに上昇した。 
 

<トピックス①> 

 全産業の原材料・商品仕入単価ＤＩ（前年同期比）は、74.4（前期差0.4ポイント減）と１１期

ぶりに低下した。産業別に見るとサービス業で上昇し、卸売業で横ばい、製造業、建設業、小

売業で低下した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

  ・あらゆるものの値上りが影響して全体的な受注が減少している上、原材料・電気・外注費・人件費
がさらに高騰して採算が取れなくなってきている。物が買えないから、売れない、という悪循環に
なっていると思います。[金属製品  大阪] 

 

<トピックス②> 

 全産業の従業員数過不足ＤＩ（今期の水準）は、▲21.4（前期差1.2ポイント増）と４期ぶりに

上昇し不足感が弱まった。産業別に見ると、卸売業、建設業、サービス業、製造業、小売業のす

べての産業で上昇した。 

（参考）調査対象企業のコメント（例） 

  ・契約前の相談が多いが資材の高騰、労働者の確保が難しく安易に受注できない。外注に頼りたいが
取引先も高齢化や人材確保に苦労しているらしく頼れない。仕事があっても受注できない事に苦慮
している。[建設業  福島] 

注１)調査結果については、中小企業庁と当機構が共同で取りまとめた。 

注２)ＤＩは特に断りがない場合は前期比（季節調整値）による。 
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有効回答率（%）

製  造  業 4,601 (  24.4  ) 4,408 (  24.5  ) 95.8

建  設  業 2,424 (  12.9  ) 2,335 (  13.0  ) 96.3

卸  売  業 1,169 (  6.2  ) 1,095 (  6.1  ) 93.7

小  売  業 4,572 (  24.3  ) 4,345 (  24.2  ) 95.0

サービス業 6,074 (  32.2  ) 5,797 (  32.2  ) 95.4

合      計 18,840 (  100.0  ) 17,980 (  100.0  ) 95.4

   注 ： （    ）内は構成比（％）

調査対象企業数 有効回答企業数

▲ 70.0

▲ 65.0

▲ 60.0

▲ 55.0

▲ 50.0

▲ 45.0

▲ 40.0

▲ 35.0

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠ

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

（前期比季節調整値）

全産業

製造業

非製造業

製造業

▲13.6

全産業

▲13.7

非製造業

▲14.1

（ＤＩ）

［調査要領］ 

(1) 調査時点 ２０２３年３月１日時点 

(2) 調査方法 原則として、全国の商工会、商工会議所の経営指導員、及び中小企業

団体中央会の情報連絡員が訪問面接し、聴き取りによって行った。 

 (3) 調査対象 中小企業基本法に定義する全国の中小企業 

  

 

 

 

 

 

 
(4) その他  ・毎年４－６月期に、前年以前の季節調整値の入れ替えを行っている。 

        ・最新の長期時系列データは中小企業庁及び中小企業基盤整備機構のホーム 
         ページで公表している。 
 
 

１．業況判断ＤＩ（12ページ参照） 

(1) 全産業 

２０２３年１－３月期の全産業の業況判断ＤＩ（「好転」－「悪化」）は、（前期▲22.9

→）▲13.7（前期差9.2ポイント増）となり、３期ぶりにマイナス幅が縮小した。 

産業別に見ると、製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲19.2→）▲13.6（前期差5.6ポイント

増）と３期ぶりにマイナス幅が縮小した。また、非製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲24.0

→）▲14.1（前期差9.9ポイント増）と３期ぶりにマイナス幅が縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の業況判断ＤＩの推移 
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▲ 80.0

▲ 70.0

▲ 60.0

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0
（ＤＩ） （前期比季節調整値）

食料品 繊維工業 木材・木製品 家具・装備品 パルプ・紙・紙加工品 印 刷 化 学

▲ 80.0

▲ 70.0

▲ 60.0

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0
（ＤＩ） （前期比季節調整値）

窯業・土石製品 鉄鋼・非鉄金属 金属製品 機械器具
電気・情報通信

機械器具・電子部品
輸送用

機械器具

その他の

製造業

(2) 製造業 

製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲19.2→）▲13.6（前期差5.6ポイント増）と３期ぶりに

マイナス幅が縮小した。 

製造業の１４業種の内訳では、パルプ・紙・紙加工品で▲1.3（前期差17.4ポイント増）、

食料品で▲3.9（前期差14.7ポイント増）、家具・装備品で▲17.4（前期差11.0ポイント増）、

繊維工業で▲9.0（前期差9.0ポイント増）など１０業種でマイナス幅が縮小した。 

一方、機械器具で▲21.1（前期差3.3ポイント減）、鉄鋼・非鉄金属で▲18.6（前期差2.6

ポイント減）、金属製品で▲13.8（前期差1.1ポイント減）など４業種でマイナス幅が拡大し

た。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の製造業 業種別 業況判断ＤＩの推移(2) 

（2020年1－3月期～2023年1－3月期） 

中小企業の製造業 業種別 業況判断ＤＩの推移(1) 

（2020年1－3月期～2023年1－3月期） 
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対事業所

サービス業
対個人

サービス業

（自動車整備

その他）

対事業所

サービス業

（専門技術

その他）

宿泊業 飲食業 対個人

サービス業
対個人

サービス業

（生活関連）

対事業所

サービス業

（運送・倉庫）

情報通信

・広告業

(3) 非製造業 

非製造業の業況判断ＤＩは、（前期▲24.0→）▲14.1（前期差9.9ポイント増）と３期ぶ

りにマイナス幅が縮小した。 

産業別に見ると、サービス業で▲8.7（前期差14.3ポイント増）、卸売業で▲9.8（前期差

11.5ポイント増）、小売業で▲22.9（前期差8.1ポイント増）、建設業で▲13.9（前期差1.9

ポイント増）とすべての産業でマイナス幅が縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービス業の内訳では、宿泊業で6.9（前期差13.2ポイント増）とマイナスからプラスに転

じ、飲食業で▲4.2（前期差25.6ポイント増）、対個人サービス業（生活関連）で▲12.9（前

期差13.9ポイント増）、情報通信・広告業で▲4.2（前期差11.5ポイント増）、対事業所サー

ビス業（専門技術その他）で▲9.4（前期差6.4ポイント増）、対事業所サービス業（運送・

倉庫）で▲14.0（前期差3.8ポイント増）、対個人サービス業（自動車整備その他）で▲21.2

（前期差1.9ポイント増）とマイナス幅が縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の非製造業 産業別 業況判断ＤＩの推移 

（2020年1－3月期～2023年1－3月期） 

中小企業のサービス業 業種別 業況判断ＤＩの推移 

（2020年1－3月期～2023年1－3月期） 

(注)「対個人サービス業（生活関連）」は、不動産業、洗濯・理容・美容・浴場業、その他の生活関連サービス業等の７業種。 
「対個人サービス業（自動車整備その他）」は、自動車整備業、機械等修理業。 
「対事業所サービス業（運送・倉庫）」は、道路旅客運送業、道路貨物運送業、倉庫業等の５業種。 

「対事業所サービス業（専門技術その他）」は、専門サービス業、技術サービス業、廃棄物処理業等の５業種。 
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２．売上額ＤＩ（13ページ参照） 

全産業の売上額ＤＩ（「増加」－「減少」）は、（前期▲16.4→）▲6.6（前期差9.8ポ

イント増）と３期ぶりにマイナス幅が縮小した。 

産業別に見ると、製造業で（前期▲11.0→）▲6.9（前期差4.1ポイント増）と３期ぶり

にマイナス幅が縮小した。また、非製造業で（前期▲18.3→）▲6.3（前期差12.0ポイント

増）と３期ぶりにマイナス幅が縮小した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の売上額ＤＩの推移 

［参考］ 

中小企業の業況判断ＤＩの推移[規模別] 
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（ＤＩ） （前期比季節調整値）

３．採算（経常利益）ＤＩ（14ページ参照） 

全産業の採算（経常利益）ＤＩ（「好転」－「悪化」、前年同期比）は、（前期▲31.3

→）▲32.9（前期差1.6ポイント減）と２期ぶりにマイナス幅が拡大した。 

産業別に見ると、製造業で（前期▲28.3→）▲30.8（前期差2.5ポイント減）と２期ぶり

にマイナス幅が拡大した。また、非製造業で（前期▲32.3→）▲33.5（前期差1.2ポイント

減）と２期ぶりにマイナス幅が拡大した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

４．資金繰りＤＩ（14ページ参照） 

全産業の資金繰りＤＩ（「好転」－「悪化」）は、（前期▲19.6→）▲13.2（前期差6.4

ポイント増）と３期ぶりにマイナス幅が縮小した。 

産業別に見ると、製造業で（前期▲16.5→）▲12.5（前期差4.0ポイント増）と３期ぶり

にマイナス幅が縮小した。また、非製造業で（前期▲20.6→）▲13.3（前期差7.3ポイント

増）と３期ぶりにマイナス幅が縮小した。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の資金繰りＤＩの推移 

中小企業の採算（経常利益）ＤＩの推移 
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▲3.5

非製造業

▲4.2

（ＤＩ）

５．借入難易度ＤＩ（14ページ参照） 

全産業の長期資金借入難易度ＤＩ（「容易」－「困難」）は、（前期▲6.6→）▲5.7（前

期差0.9ポイント増）と３期ぶりにマイナス幅が縮小した。また、全産業の短期資金借入難

易度ＤＩ（「容易」－「困難」）は、（前期▲4.5→）▲3.5（前期差1.0ポイント増）と３

期ぶりにマイナス幅が縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業の長期資金借入難易度ＤＩの推移 

中小企業の短期資金借入難易度ＤＩの推移 
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関 東東 北北海道 中 部 近 畿 中 国 四 国 九州・沖縄

（前期比季節調整値）

６．生産設備過不足ＤＩ（15ページ参照） 

  製造業の生産設備過不足ＤＩ（「過剰」－「不足」、今期の水準）は、（前期▲6.0→） 

▲5.5（前期差0.5ポイント増）と不足感が弱まった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．地域別業況判断ＤＩ（16～19ページ参照） 

地域別の業況判断ＤＩ（全産業）は、九州・沖縄、北海道、東北、関東、中部、中国、

四国、近畿のすべての地域でマイナス幅が縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業（製造業）の生産設備過不足ＤＩの推移 

中小企業の地域別業況判断ＤＩの推移（全産業） 

（2020年1－3月期～2023年1－3月期） 

（注）１．地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。

　　　２．関東には、新潟、長野、山梨、静岡の各県、中部には、石川、富山の各県、近畿には、福井県を含む。九州・沖縄は、九州各県と
         沖縄県の合計。
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各地域における産業別の動向（業況判断DI・前期比季節調整値）
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74.4 
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<トピックス①>産業別原材料・商品仕入単価ＤＩの推移について  

全産業の原材料・商品仕入単価ＤＩ（「上昇」－「低下」、前年同期比）は、74.4（前期差0.4

ポイント減）と１１期ぶりにプラス幅が縮小した。 

産業別に見ると、サービス業で70.3（前期差1.0ポイント増）とプラス幅が拡大し、卸売業で

81.4（前期差0.0ポイント）と横ばいとなった。一方、製造業で82.9（前期差1.8ポイント減）、

建設業で83.1（前期差1.4ポイント減）、小売業で64.9（前期差0.5ポイント減）とプラス幅が縮

小した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

<トピックス②>産業別従業員数過不足ＤＩ（今期の水準）の推移について 

全産業の従業員数過不足ＤＩ（「過剰」－「不足」、今期の水準）は、（前期▲22.6→）▲21.4

（前期差1.2ポイント増）と４期ぶりにマイナス幅が縮小し、不足感が弱まった。 

産業別に見ると、卸売業、建設業、サービス業、製造業、小売業のすべての産業でマイナス幅

が縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業別原材料・商品仕入単価ＤＩの推移 

産業別従業員数過不足ＤＩの推移 
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［調査対象企業のコメント］ 

・ 原材料価格の上昇が続いている事、それにともない売値を上げたいが、原材料が上がる度に上げる事が出来ない

状況である。又、物価上昇にともない、菓子のニーズが変化し、来客が減っている印象である。[食料品  北海道] 

・ コロナ禍以降低調な動きのまま現在に至り市況は回復の傾向にはあるが、まだまだ本来の力のある戻りではなく

先行き不透明。将来むかえる設備の老朽化問題、従業員の確保等課題が多く大きな変換期にきている事を感じる。

[繊維工業  山形] 

・ 契約前の相談が多いが資材の高騰、労働者の確保が難しく安易に受注できない。外注に頼りたいが取引先も高齢

化や人材確保に苦労しているらしく頼れない。仕事があっても受注できない事に苦慮している。[建設業  福島] 

・ 消毒液のニーズに落ち着きがみられてきている一方、マスクの取りはずしによる化粧品の需要がみられるように

なった。[化学  茨城] 

・ コロナ禍による原材料不足で、納品が遅れる商品が出てきた。また原材料価格の高騰により、仕入単価が上昇し

ている。既存顧客は年金生活者が多く、物価上昇の影響で支出は生活費が中心となり、客足の戻りは悪い。[小売

業  長野] 

・ 全国旅行支援及びインバウンド増加により、宿泊人数及び宿泊単価が好転。但し、仕入単価、水道光熱費上昇に

より利益減少が続く。[宿泊業  神奈川] 

・ 住宅着工数の減少により、製品需要が大変停滞している。今後よくなる兆しの話がなく、販売に苦戦している。

そのため、コスト高に関わらず、製品単価が低下している。[木材・木製品  富山] 

・ 販売量は新型コロナの影響から回復基調で、５月８日からの規制の廃止や緩和により順調に推移すると予想され

るが、原材料やエネルギー価確の高騰に円安が加わり、採算面は依然と厳しい状況が続くと思われる。[卸売業  

愛知] 

・ 従業員が少しずつ増えているが、扶養内での問題もあり、午前中のみや時間制限があり、いつも人員不足を感じ

る。物価高により、設備投資も思うようにいかない状況である。[対個人サービス業  岐阜] 

・ 半導体関連の引合いは活発化している。素材価格の上昇が業積悪化をもたらしている。価格転嫁に対して顧客の

理解は得やすい。機械設備の老朽化も悩みの一つ。半導体関連が忙しい間はなんとか遣り繰り出来そう。[その他

の製造業  滋賀] 

・ あらゆるものの値上りが影響して全体的な受注が減少している上、原材料・電気・外注費・人件費がさらに高騰

して採算が取れなくなってきている。物が買えないから、売れない、という悪循環になっていると思います。[金

属製品  大阪] 

・ 中小企業さまからコロナ以降の業務改善の相談が数多く寄せられていますが、熟練技術者の確保が難しく対応し

きれない状況です。このままでは顧客企業さまの発展、地域経済の発展に、遅れが生じてしまいます。[情報通信・

広告業  京都] 

・ 受注そのものは前年同期を上回っているが、生産能力向上への対応に伴い設備投資、人材確保を行ったため、現

有生産能力に対する受注が足りない状況となっており受注を増やす必要があると感じている。[電気･情報通信機

械･電子部品  島根] 

・ 世界的な半導体不足や原材料価格の高騰などが影響し、サプライチェーンが停滞している。自動車工場の稼働率

低下により、結果として部品工作機械の需要も停滞していると感じる。[輸送用機械器具  広島] 

・ 光熱費、仕入価格の高騰により利益を圧迫している。本意ではないが、販売価格を改定する予定です。これによ

り、客数は減るものの売上高は維持する見込です。[飲食業  岡山] 

・ 引合いは増加傾向にあり受注量は安定しているものの、資材や燃料コストの上昇を価格転嫁できておらず、利益

率を悪化させている。[印刷  徳島] 

・ 原材料や資材の価格が上昇しているのに対して、販売単価への転嫁が十分ではないため、利益率が下がっている。

[機械器具  高知] 

・ 原材料価格は落ちついて来たが、電力料金労務費のアップの為の価格交渉が厳しい。人手不足は慢性的になって

おり、頭数は揃えても経験不足から、生産性が落ちている。相当なベースアップをしなければ人は来ない。[鉄鋼・

非鉄金属  福岡] 

・ 燃料費の高騰が続いているが、運賃への転嫁ができていない状況に加えて、タイヤ等の度重なる値上げが業況を

悪化させている。またドライバーの高齢化により、心身機能低下に留意した安全管理が今後は益々必要と考える。

[対事業所サービス業  佐賀] 
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主要ＤＩ時系列表

１．業況判断ＤＩ　（「好転」－「悪化」　前期比季節調整値）

１－(1) 全産業

2023年 2023年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 28.4 ▲ 23.5 ▲ 26.6 ▲ 14.4 ▲ 19.5 ▲ 22.9 ▲ 13.7 9.2 ▲ 13.5 0.2

　　　中規模 ▲ 17.7 ▲ 17.3 ▲ 16.5 ▲ 9.6 ▲ 12.9 ▲ 17.1 ▲ 9.4 7.7 ▲ 7.2 2.2

　　　小規模 ▲ 31.2 ▲ 25.3 ▲ 29.5 ▲ 15.9 ▲ 21.2 ▲ 24.6 ▲ 15.2 9.4 ▲ 15.4 ▲ 0.2

　 製造業 ▲ 17.9 ▲ 19.5 ▲ 17.6 ▲ 12.7 ▲ 15.2 ▲ 19.2 ▲ 13.6 5.6 ▲ 10.1 3.5

　 非製造業 ▲ 31.7 ▲ 24.9 ▲ 29.6 ▲ 15.1 ▲ 21.0 ▲ 24.0 ▲ 14.1 9.9 ▲ 14.7 ▲ 0.6

１－(2) 製造業

2023年 2023年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

食料品 ▲ 25.7 ▲ 21.2 ▲ 21.8 ▲ 8.6 ▲ 10.2 ▲ 18.6 ▲ 3.9 14.7 ▲ 6.9 ▲ 3.0

繊維工業 ▲ 25.4 ▲ 30.5 ▲ 24.3 ▲ 10.2 ▲ 10.2 ▲ 18.0 ▲ 9.0 9.0 ▲ 9.9 ▲ 0.9

木材・木製品 ▲ 7.1 ▲ 9.6 ▲ 9.7 ▲ 9.8 ▲ 21.2 ▲ 29.1 ▲ 23.7 5.4 ▲ 26.0 ▲ 2.3

家具・装備品 ▲ 26.3 ▲ 26.2 ▲ 32.6 ▲ 15.6 ▲ 32.1 ▲ 28.4 ▲ 17.4 11.0 ▲ 22.1 ▲ 4.7

パルプ・紙・紙加工品 ▲ 1.9 ▲ 6.8 ▲ 13.7 ▲ 3.6 ▲ 8.7 ▲ 18.7 ▲ 1.3 17.4 1.6 2.9

印刷 ▲ 35.1 ▲ 36.7 ▲ 29.0 ▲ 31.8 ▲ 28.6 ▲ 28.0 ▲ 21.7 6.3 ▲ 21.0 0.7

化学 1.5 ▲ 5.8 ▲ 14.3 ▲ 10.4 ▲ 4.7 ▲ 5.4 ▲ 1.4 4.0 4.9 6.3

窯業・土石製品 ▲ 17.5 ▲ 16.3 ▲ 17.2 ▲ 19.6 ▲ 14.0 ▲ 20.7 ▲ 16.3 4.4 ▲ 11.9 4.4

鉄鋼・非鉄金属 ▲ 4.4 ▲ 7.8 ▲ 11.5 ▲ 8.8 ▲ 13.8 ▲ 16.0 ▲ 18.6 ▲ 2.6 ▲ 10.0 8.6

金属製品 ▲ 8.9 ▲ 13.7 ▲ 11.5 ▲ 5.1 ▲ 11.0 ▲ 12.7 ▲ 13.8 ▲ 1.1 ▲ 7.9 5.9

機械器具 ▲ 6.1 ▲ 11.4 ▲ 11.8 ▲ 9.6 ▲ 14.0 ▲ 17.8 ▲ 21.1 ▲ 3.3 ▲ 11.5 9.6

電気・情報通信機械器
具・　電子部品

▲ 10.8 ▲ 15.5 ▲ 9.2 ▲ 12.1 ▲ 18.6 ▲ 16.5 ▲ 15.0 1.5 ▲ 6.4 8.6

輸送用機械器具 ▲ 3.9 ▲ 16.3 ▲ 11.6 ▲ 11.3 ▲ 17.7 ▲ 14.4 ▲ 11.2 3.2 ▲ 5.5 5.7

その他の製造業 ▲ 17.2 ▲ 22.0 ▲ 21.9 ▲ 17.9 ▲ 16.6 ▲ 21.3 ▲ 21.7 ▲ 0.4 ▲ 9.8 11.9

１－(3) 非製造業

2023年 2023年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

建設業 ▲ 15.5 ▲ 15.4 ▲ 17.9 ▲ 14.7 ▲ 13.6 ▲ 15.8 ▲ 13.9 1.9 ▲ 15.1 ▲ 1.2

総合工事業 ▲ 14.8 ▲ 13.7 ▲ 15.2 ▲ 13.8 ▲ 14.4 ▲ 16.3 ▲ 14.6 1.7 ▲ 18.0 ▲ 3.4

職別・設備工事業 ▲ 17.0 ▲ 17.1 ▲ 20.4 ▲ 15.4 ▲ 12.8 ▲ 15.5 ▲ 12.9 2.6 ▲ 12.0 0.9

卸売業 ▲ 23.8 ▲ 20.6 ▲ 21.7 ▲ 9.5 ▲ 18.5 ▲ 21.3 ▲ 9.8 11.5 ▲ 7.9 1.9

小売業 ▲ 40.2 ▲ 32.9 ▲ 36.6 ▲ 23.9 ▲ 27.8 ▲ 31.0 ▲ 22.9 8.1 ▲ 23.0 ▲ 0.1

サービス業 ▲ 32.8 ▲ 23.5 ▲ 31.3 ▲ 9.9 ▲ 18.8 ▲ 23.0 ▲ 8.7 14.3 ▲ 8.8 ▲ 0.1

宿泊業 ▲ 48.3 ▲ 32.2 ▲ 39.4 18.7 ▲ 0.7 ▲ 6.3 6.9 13.2 ▲ 5.0 ▲ 11.9

飲食業 ▲ 55.8 ▲ 19.7 ▲ 43.3 ▲ 7.0 ▲ 30.8 ▲ 29.8 ▲ 4.2 25.6 ▲ 4.4 ▲ 0.2

対個人サービス業 ▲ 27.6 ▲ 25.2 ▲ 31.0 ▲ 17.7 ▲ 20.6 ▲ 25.9 ▲ 15.1 10.8 ▲ 13.8 1.3

　対個人サービス業
　（生活関連） ▲ 29.7 ▲ 25.1 ▲ 33.1 ▲ 16.2 ▲ 20.6 ▲ 26.8 ▲ 12.9 13.9 ▲ 12.1 0.8

　対個人サービス業
　（自動車整備その他） ▲ 22.0 ▲ 25.8 ▲ 24.9 ▲ 21.4 ▲ 20.7 ▲ 23.1 ▲ 21.2 1.9 ▲ 18.5 2.7

対事業所サービス業 ▲ 19.8 ▲ 20.8 ▲ 21.0 ▲ 10.5 ▲ 12.9 ▲ 16.6 ▲ 10.3 6.3 ▲ 9.0 1.3

　対事業所サービス業
　（運送・倉庫） ▲ 29.7 ▲ 32.9 ▲ 35.9 ▲ 12.5 ▲ 22.7 ▲ 17.8 ▲ 14.0 3.8 ▲ 4.2 9.8

　対事業所サービス業
　（専門技術その他） ▲ 16.6 ▲ 17.4 ▲ 17.0 ▲ 10.4 ▲ 9.2 ▲ 15.8 ▲ 9.4 6.4 ▲ 7.4 2.0

情報通信・広告業 ▲ 16.6 ▲ 8.9 ▲ 21.0 ▲ 10.8 ▲ 12.5 ▲ 15.7 ▲ 4.2 11.5 10.0 14.2

産　　業

産 業 ・ 業 種

業　　種

今期と
の差

今期と
の差

今期と
の差

前期差

前期差

前期差

2021年 2022年

2021年 2022年

2021年 2022年
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２．－(1) 売上額ＤＩ　（「増加」－「減少」　前期比季節調整値）

2023年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

全産業 ▲ 25.5 ▲ 18.8 ▲ 23.5 ▲ 7.7 ▲ 13.9 ▲ 16.4 ▲ 6.6 9.8

　 製造業 ▲ 15.9 ▲ 15.8 ▲ 13.6 ▲ 5.8 ▲ 9.0 ▲ 11.0 ▲ 6.9 4.1

　 非製造業 ▲ 29.0 ▲ 19.8 ▲ 26.4 ▲ 7.7 ▲ 15.5 ▲ 18.3 ▲ 6.3 12.0

　　　建設業 ▲ 18.4 ▲ 14.8 ▲ 21.3 ▲ 13.8 ▲ 12.5 ▲ 15.6 ▲ 11.1 4.5

　　　卸売業 ▲ 23.1 ▲ 15.6 ▲ 16.9 ▲ 3.3 ▲ 14.7 ▲ 16.7 ▲ 1.5 15.2

　　　小売業 ▲ 35.5 ▲ 25.6 ▲ 29.0 ▲ 17.3 ▲ 22.5 ▲ 22.9 ▲ 14.1 8.8

　　　サービス業 ▲ 29.5 ▲ 18.0 ▲ 28.3 0.8 ▲ 12.0 ▲ 15.6 0.3 15.9

２．－(2) 売上単価・客単価ＤＩ　（「上昇」－「低下」　前期比季節調整値）

2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

全産業 ▲ 12.8 ▲ 10.0 ▲ 9.0 2.9 2.2 1.6 7.6 6.0

　 製造業 ▲ 0.8 1.3 3.1 15.5 15.9 17.9 18.2 0.3

　 非製造業 ▲ 17.6 ▲ 14.4 ▲ 13.7 ▲ 2.1 ▲ 3.3 ▲ 4.7 3.3 8.0

　　　卸売業 7.1 15.3 21.9 36.1 36.4 37.0 40.3 3.3

　　　小売業 ▲ 26.2 ▲ 21.2 ▲ 19.2 ▲ 12.6 ▲ 14.1 ▲ 13.9 ▲ 8.4 5.5

　　　サービス業 ▲ 16.1 ▲ 14.8 ▲ 16.1 ▲ 1.2 ▲ 2.7 ▲ 5.5 5.1 10.6

２．－(3) 売上単価・客単価ＤＩ　（「上昇」－「低下」　前年同期比）

2023年 2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 14.6 ▲ 7.4 ▲ 9.6 4.7 7.0 12.4 13.1 0.7 10.8 ▲ 2.3

　 製造業 0.8 5.9 7.5 22.0 27.2 32.4 31.2 ▲ 1.2 27.0 ▲ 4.2

　 非製造業 ▲ 20.7 ▲ 12.7 ▲ 16.4 ▲ 2.1 ▲ 1.0 4.6 5.9 1.3 4.5 ▲ 1.4

　　　卸売業 8.6 20.2 26.3 41.1 45.2 49.5 52.1 2.6 47.8 ▲ 4.3

　　　小売業 ▲ 29.7 ▲ 21.0 ▲ 24.5 ▲ 13.2 ▲ 13.2 ▲ 7.6 ▲ 7.3 0.3 ▲ 9.2 ▲ 1.9

　　　サービス業 ▲ 19.6 ▲ 12.8 ▲ 18.2 ▲ 1.5 ▲ 0.4 5.3 7.1 1.8 6.6 ▲ 0.5

３．原材料・商品仕入単価ＤＩ　（「上昇」－「低下」　前年同期比）

2023年 2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 35.4 49.1 54.8 67.4 70.6 74.8 74.4 ▲ 0.4 66.8 ▲ 7.6

   製造業 53.7 67.3 73.5 83.7 84.1 84.7 82.9 ▲ 1.8 73.7 ▲ 9.2

　 非製造業 29.7 43.3 49.0 62.3 66.2 71.6 71.8 0.2 64.7 ▲ 7.1

　 　建設業 57.8 68.1 73.8 82.1 82.5 84.5 83.1 ▲ 1.4 71.4 ▲ 11.7

　 　卸売業　 38.2 51.1 58.5 73.7 76.7 81.4 81.4 0.0 73.0 ▲ 8.4

　　 小売業 18.8 31.6 38.2 52.0 58.1 65.4 64.9 ▲ 0.5 58.4 ▲ 6.5

　　 サービス業 24.9 40.7 45.2 59.8 63.9 69.3 70.3 1.0 65.2 ▲ 5.1

４．在庫水準ＤＩ　（「過剰」－「不足」　今期の水準）

2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

全産業 7.6 5.4 6.0 5.5 6.8 6.1 6.3 0.2

   製造業 3.9 1.4 2.2 1.7 1.7 1.2 2.2 1.0

　 非製造業 10.4 8.6 8.8 8.3 10.5 9.9 9.5 ▲ 0.4

　 　卸売業　 16.8 13.0 14.0 14.3 16.6 16.2 15.5 ▲ 0.7

　　 小売業 8.7 7.4 7.5 6.8 9.1 8.3 8.0 ▲ 0.3

前期差

産　　業 前期差

前期差産　　業

産　　業
2021年 2022年

今期と
の差

今期と
の差

産　　業 前期差

前期差産　　業

2021年 2022年

2021年 2022年

2021年 2022年

2021年 2022年
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５．採算（経常利益）ＤＩ　（「好転」－「悪化」　前年同期比）

2023年 2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 33.7 ▲ 29.6 ▲ 39.9 ▲ 29.5 ▲ 32.0 ▲ 31.3 ▲ 32.9 ▲ 1.6 ▲ 28.0 4.9

   製造業 ▲ 21.0 ▲ 20.8 ▲ 29.4 ▲ 26.8 ▲ 29.8 ▲ 28.3 ▲ 30.8 ▲ 2.5 ▲ 25.2 5.6

　 非製造業 ▲ 37.9 ▲ 32.4 ▲ 43.3 ▲ 30.4 ▲ 32.7 ▲ 32.3 ▲ 33.5 ▲ 1.2 ▲ 28.9 4.6

　 　建設業 ▲ 27.1 ▲ 25.1 ▲ 34.6 ▲ 36.0 ▲ 33.4 ▲ 33.7 ▲ 35.2 ▲ 1.5 ▲ 33.4 1.8

　 　卸売業　 ▲ 25.3 ▲ 22.7 ▲ 27.0 ▲ 17.4 ▲ 22.3 ▲ 21.4 ▲ 22.5 ▲ 1.1 ▲ 17.0 5.5

　　 小売業 ▲ 46.0 ▲ 39.8 ▲ 49.9 ▲ 36.5 ▲ 37.9 ▲ 37.1 ▲ 39.1 ▲ 2.0 ▲ 34.0 5.1

　　 サービス業 ▲ 38.6 ▲ 31.5 ▲ 44.7 ▲ 26.1 ▲ 30.4 ▲ 30.1 ▲ 30.8 ▲ 0.7 ▲ 25.4 5.4

６．資金繰りＤＩ　（「好転」－「悪化」　前期比季節調整値）

2023年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

全産業 ▲ 19.8 ▲ 19.2 ▲ 19.9 ▲ 12.3 ▲ 15.4 ▲ 19.6 ▲ 13.2 6.4

   製造業 ▲ 14.9 ▲ 16.7 ▲ 15.3 ▲ 10.8 ▲ 12.8 ▲ 16.5 ▲ 12.5 4.0

   非製造業 ▲ 21.4 ▲ 20.2 ▲ 21.6 ▲ 13.0 ▲ 16.2 ▲ 20.6 ▲ 13.3 7.3

　    建設業 ▲ 9.7 ▲ 10.7 ▲ 10.9 ▲ 8.7 ▲ 7.3 ▲ 9.5 ▲ 8.6 0.9

　    卸売業 ▲ 12.2 ▲ 13.9 ▲ 12.7 ▲ 7.6 ▲ 12.0 ▲ 15.9 ▲ 8.5 7.4

　    小売業 ▲ 27.5 ▲ 25.6 ▲ 26.5 ▲ 19.4 ▲ 22.0 ▲ 25.8 ▲ 20.3 5.5

　    サービス業 ▲ 23.7 ▲ 20.9 ▲ 23.4 ▲ 10.9 ▲ 16.1 ▲ 22.1 ▲ 10.6 11.5

７．借入難易度ＤＩ　（「容易」－「困難」　前期比季節調整値）

2023年 2023年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 7.0 ▲ 6.0 ▲ 6.5 ▲ 5.5 ▲ 6.2 ▲ 6.6 ▲ 5.7 0.9 ▲ 6.7 ▲ 1.0

▲ 4.5 ▲ 3.9 ▲ 4.4 ▲ 3.4 ▲ 3.5 ▲ 4.5 ▲ 3.5 1.0 ▲ 4.7 ▲ 1.2

   製造業 ▲ 3.9 ▲ 3.8 ▲ 3.7 ▲ 3.3 ▲ 4.0 ▲ 3.8 ▲ 4.0 ▲ 0.2 ▲ 4.8 ▲ 0.8

▲ 0.6 ▲ 1.2 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 1.1 ▲ 1.5 ▲ 1.2 0.3 ▲ 2.3 ▲ 1.1

   非製造業 ▲ 8.0 ▲ 6.5 ▲ 7.5 ▲ 6.3 ▲ 7.0 ▲ 7.5 ▲ 6.3 1.2 ▲ 7.3 ▲ 1.0

▲ 6.0 ▲ 4.8 ▲ 5.6 ▲ 4.3 ▲ 4.4 ▲ 5.4 ▲ 4.2 1.2 ▲ 5.7 ▲ 1.5

　    建設業 1.5 1.6 1.7 0.5 2.2 1.2 1.8 0.6 1.1 ▲ 0.7

4.0 3.5 3.1 3.2 4.2 3.1 3.7 0.6 2.3 ▲ 1.4

　    卸売業 ▲ 2.7 ▲ 0.4 ▲ 1.1 ▲ 2.1 ▲ 1.5 ▲ 2.2 ▲ 1.0 1.2 ▲ 2.3 ▲ 1.3

▲ 0.8 0.9 ▲ 0.4 0.3 1.4 0.0 0.7 0.7 ▲ 0.3 ▲ 1.0

　    小売業 ▲ 10.7 ▲ 9.4 ▲ 10.3 ▲ 9.4 ▲ 10.4 ▲ 10.7 ▲ 9.8 0.9 ▲ 11.6 ▲ 1.8

▲ 8.8 ▲ 7.8 ▲ 7.9 ▲ 7.9 ▲ 8.0 ▲ 8.9 ▲ 7.7 1.2 ▲ 9.7 ▲ 2.0

　    サービス業 ▲ 11.4 ▲ 9.1 ▲ 10.5 ▲ 7.8 ▲ 9.8 ▲ 9.8 ▲ 8.3 1.5 ▲ 8.7 ▲ 0.4

▲ 9.3 ▲ 7.4 ▲ 8.5 ▲ 6.0 ▲ 6.5 ▲ 7.6 ▲ 6.1 1.5 ▲ 6.7 ▲ 0.6

８．従業員数ＤＩ　（「増加」－「減少」　前年同期比）
2023年 2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月見通し

全産業 ▲ 6.2 ▲ 5.3 ▲ 6.9 ▲ 3.3 ▲ 4.3 ▲ 3.7 ▲ 5.1 ▲ 1.4 ▲ 2.5 2.6

   製造業 ▲ 7.5 ▲ 7.3 ▲ 7.9 ▲ 2.6 ▲ 4.5 ▲ 3.7 ▲ 5.9 ▲ 2.2 ▲ 1.6 4.3

   非製造業 ▲ 5.8 ▲ 4.7 ▲ 6.6 ▲ 3.5 ▲ 4.3 ▲ 3.7 ▲ 4.9 ▲ 1.2 ▲ 2.8 2.1

　    建設業 ▲ 3.4 ▲ 2.8 ▲ 3.2 ▲ 2.6 ▲ 4.5 ▲ 4.0 ▲ 6.4 ▲ 2.4 ▲ 4.4 2.0

　    卸売業 ▲ 5.3 ▲ 3.6 ▲ 6.2 ▲ 1.2 ▲ 4.4 ▲ 3.4 ▲ 2.9 0.5 0.2 3.1

　    小売業 ▲ 4.0 ▲ 3.4 ▲ 4.7 ▲ 3.3 ▲ 2.9 ▲ 2.6 ▲ 3.6 ▲ 1.0 ▲ 2.8 0.8

　    サービス業 ▲ 8.2 ▲ 6.6 ▲ 9.5 ▲ 4.4 ▲ 5.2 ▲ 4.6 ▲ 5.5 ▲ 0.9 ▲ 2.6 2.9

産　　業 前期差

前期差産　　業

前期差

前期差

今期と
の差

今期と
の差

今期と
の差

産　　業

産　　業

（上段：長期資金、下段：短期資金）

2021年 2022年

2021年 2022年

2021年 2022年

2022年2021年
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９．従業員数過不足ＤＩ　（「過剰」－「不足」　今期の水準）

2023年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 12.7 ▲ 17.4 ▲ 16.0 ▲ 18.5 ▲ 20.2 ▲ 22.6 ▲ 21.4 1.2

▲ 10.5 ▲ 15.5 ▲ 16.9 ▲ 17.5 ▲ 19.5 ▲ 22.2 ▲ 20.9 1.3

▲ 13.4 ▲ 18.1 ▲ 15.8 ▲ 18.9 ▲ 20.4 ▲ 22.8 ▲ 21.6 1.2

▲ 33.4 ▲ 35.0 ▲ 32.6 ▲ 32.1 ▲ 36.5 ▲ 38.5 ▲ 36.8 1.7

▲ 5.9 ▲ 10.4 ▲ 9.1 ▲ 13.9 ▲ 14.0 ▲ 19.1 ▲ 16.9 2.2

▲ 5.5 ▲ 10.0 ▲ 8.6 ▲ 10.6 ▲ 11.4 ▲ 13.0 ▲ 12.6 0.4

▲ 12.3 ▲ 18.3 ▲ 15.3 ▲ 20.3 ▲ 21.6 ▲ 24.1 ▲ 22.6 1.5

１０．設備投資動向

2023年 来期計画
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月

17.7 18.3 16.1 16.2 17.3 18.2 16.7 18.0 1.3

21.3 21.5 20.1 20.1 21.4 22.2 21.7 23.1 1.4

20.0 20.6 19.2 20.1 19.7 18.8 18.0 18.7 0.7

18.0 18.6 19.3 18.1 17.7 20.3 20.4 23.0 2.6

12.2 12.0 10.2 11.5 12.6 13.1 10.9 12.1 1.2

18.2 19.5 15.6 15.0 16.6 18.5 16.1 17.4 1.3

１１．生産設備過不足ＤＩ　（「過剰」－「不足」　今期の水準）

2023年
7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 2.2 ▲ 4.6 ▲ 4.3 ▲ 4.6 ▲ 5.9 ▲ 6.0 ▲ 5.5 0.5

原材料価格の上昇　 需要の停滞　　　　 従業員の確保難　　 原材料費・人件費以 生産設備の不足・老

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 外の経費の増加　　 朽化　　　　　　　

製造業 43.0 　 13.8 　 8.5 　 6.9 　 6.5 　

前期 1位 46.1 　 2位 13.4 　 3位 8.0 　 5位 5.0 　 4位 6.9 　

前々期 1位 45.3 　 2位 15.2 　 3位 7.7 　 6位 3.8 　 4位 6.7 　

材料価格の上昇　　 従業員の確保難　　 官公需要の停滞　　 民間需要の停滞　　 熟練技術者の確保難

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

建設業 48.2 　 14.9 　 6.7 　 6.2 　 6.0 　

前期 1位 50.7 　 2位 14.4 　 3位 6.4 　 5位 5.7 　 4位 5.9 　

前々期 1位 46.4 　 2位 13.8 　 4位 6.7 　 3位 7.4 　 6位 6.1 　

仕入単価の上昇　　 需要の停滞　　　　 人件費以外の経費の 従業員の確保難　　 人件費の増加　　　

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 増加　　　　　　　 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　

卸売業 40.7 　 18.3 　 8.1 　 7.6 　 4.3 　

前期 1位 42.1 　 2位 18.8 　 4位 6.0 　 3位 6.2 　 7位 3.5 　

前々期 1位 39.0 　 2位 22.5 　 4位 5.0 　 3位 5.5 　 8位 3.3 　

仕入単価の上昇　　 消費者ニーズの変化 需要の停滞　　　　 購買力の他地域への 大・中型店の進出に

　　　　　　　　　 への対応　　　　　 　　　　　　　　　 流出　　　　　　　 よる競争の激化　　

小売業 29.9 　 13.1 　 13.0 　 8.5 　 7.5 　

前期 1位 30.4 　 3位 12.5 　 2位 14.7 　 4位 8.4 　 5位 7.7 　

前々期 1位 27.2 　 3位 13.1 　 2位 17.1 　 5位 7.8 　 4位 8.1 　

材料等仕入単価の上 需要の停滞　　　　 利用者ニーズの変化 人件費以外の経費の 従業員の確保難　　

昇　　　　　　　　 　　　　　　　　　 への対応　　　　　 増加　　　　　　　 　　　　　　　　　

サービス業 29.1 　 11.5 　 11.1 　 10.9 　 9.0 　

前期 1位 28.2 　 2位 14.2 　 3位 12.4 　 5位 8.4 　 4位 9.3 　

前々期 1位 24.4 　 2位 17.7 　 3位 12.7 　 5位 6.5 　 4位 8.7 　

前期差

今期との
差

設備投資実施企業割合（実施企業／回答企業×100）　単位：％

2021年 2022年
産　　業

全産業

   製造業

   非製造業

　    サービス業

   製造業

　    卸売業

全産業

　    建設業

　    卸売業

　    小売業

　    サービス業

前期差

産　　業

産　　業

　    小売業

　    建設業

2021年 2022年

2021年 2022年

5位（％）

今期直面している経営上の問題点(構成比）

 製　造　業

１２．経営上の問題点

2位（％） 3位（％） 4位（％）1位（％）
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前期比（季節調整値）

2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

製 造 業 ▲ 25.0 ▲ 24.6 ▲ 22.0 ▲ 13.5 ▲ 20.3 ▲ 19.5 ▲ 16.3 ▲ 15.5 ▲ 10.8 ▲ 24.5 ▲ 10.2 14.3

建 設 業 ▲ 17.4 ▲ 12.6 ▲ 14.8 ▲ 12.2 ▲ 12.1 ▲ 13.8 ▲ 16.7 ▲ 9.4 ▲ 9.5 ▲ 8.8 ▲ 2.7 6.1

卸 売 業 ▲ 44.3 ▲ 30.0 ▲ 28.6 ▲ 28.8 ▲ 34.1 ▲ 28.8 ▲ 30.1 ▲ 13.1 ▲ 15.4 ▲ 17.9 ▲ 14.4 3.5

小 売 業 ▲ 33.9 ▲ 31.2 ▲ 29.1 ▲ 29.7 ▲ 35.1 ▲ 36.1 ▲ 34.8 ▲ 20.4 ▲ 27.7 ▲ 35.8 ▲ 20.8 15.0

サ ー ビ ス 業 ▲ 32.0 ▲ 36.6 ▲ 39.3 ▲ 32.9 ▲ 34.3 ▲ 27.8 ▲ 34.6 ▲ 8.5 ▲ 18.0 ▲ 28.0 ▲ 24.7 3.3

全 産 業 ▲ 29.2 ▲ 28.3 ▲ 27.7 ▲ 24.7 ▲ 27.2 ▲ 25.6 ▲ 26.5 ▲ 14.1 ▲ 16.7 ▲ 25.5 ▲ 14.8 10.7

製 造 業 ▲ 42.3 ▲ 33.2 ▲ 33.1 ▲ 17.6 ▲ 20.2 ▲ 21.8 ▲ 21.6 ▲ 13.9 ▲ 16.1 ▲ 28.5 ▲ 18.3 10.2

建 設 業 ▲ 24.5 ▲ 19.0 ▲ 13.4 ▲ 18.6 ▲ 16.0 ▲ 14.5 ▲ 18.5 ▲ 15.0 ▲ 20.7 ▲ 27.0 ▲ 24.7 2.3

卸 売 業 ▲ 32.5 ▲ 13.3 ▲ 26.3 ▲ 16.8 ▲ 25.6 ▲ 30.5 ▲ 20.2 ▲ 15.8 ▲ 21.7 ▲ 10.3 ▲ 2.2 8.1

小 売 業 ▲ 39.7 ▲ 40.2 ▲ 39.7 ▲ 41.7 ▲ 47.2 ▲ 37.7 ▲ 40.8 ▲ 27.9 ▲ 33.0 ▲ 37.8 ▲ 28.9 8.9

サ ー ビ ス 業 ▲ 31.9 ▲ 34.1 ▲ 37.4 ▲ 36.2 ▲ 38.0 ▲ 32.1 ▲ 35.0 ▲ 17.8 ▲ 24.6 ▲ 26.5 ▲ 12.1 14.4

全 産 業 ▲ 35.7 ▲ 32.5 ▲ 32.6 ▲ 30.0 ▲ 33.0 ▲ 28.7 ▲ 29.6 ▲ 18.7 ▲ 23.7 ▲ 29.0 ▲ 18.6 10.4

製 造 業 ▲ 43.3 ▲ 31.0 ▲ 22.1 ▲ 14.4 ▲ 15.3 ▲ 16.2 ▲ 18.5 ▲ 14.8 ▲ 13.4 ▲ 18.6 ▲ 14.5 4.1

建 設 業 ▲ 21.2 ▲ 19.0 ▲ 15.5 ▲ 12.2 ▲ 15.5 ▲ 17.5 ▲ 20.1 ▲ 15.3 ▲ 14.9 ▲ 17.9 ▲ 13.3 4.6

卸 売 業 ▲ 39.6 ▲ 29.7 ▲ 26.5 ▲ 16.3 ▲ 18.2 ▲ 17.3 ▲ 13.6 ▲ 12.6 ▲ 15.0 ▲ 24.7 ▲ 8.9 15.8

小 売 業 ▲ 36.9 ▲ 34.1 ▲ 35.4 ▲ 32.3 ▲ 41.0 ▲ 31.5 ▲ 36.0 ▲ 25.1 ▲ 28.5 ▲ 31.9 ▲ 20.6 11.3

サ ー ビ ス 業 ▲ 31.3 ▲ 30.1 ▲ 34.3 ▲ 31.0 ▲ 37.0 ▲ 20.8 ▲ 29.2 ▲ 9.9 ▲ 20.8 ▲ 20.9 ▲ 4.7 16.2

全 産 業 ▲ 34.4 ▲ 29.8 ▲ 29.0 ▲ 24.0 ▲ 28.1 ▲ 21.6 ▲ 26.2 ▲ 15.5 ▲ 18.3 ▲ 22.6 ▲ 12.4 10.2

製 造 業 ▲ 43.5 ▲ 30.1 ▲ 27.2 ▲ 19.3 ▲ 17.0 ▲ 17.5 ▲ 17.7 ▲ 9.9 ▲ 18.1 ▲ 17.7 ▲ 11.5 6.2

建 設 業 ▲ 29.4 ▲ 28.0 ▲ 21.8 ▲ 18.0 ▲ 17.9 ▲ 14.8 ▲ 21.2 ▲ 14.5 ▲ 18.8 ▲ 19.2 ▲ 16.2 3.0

卸 売 業 ▲ 32.7 ▲ 29.9 ▲ 29.4 ▲ 17.9 ▲ 23.1 ▲ 18.1 ▲ 27.0 ▲ 3.2 ▲ 17.7 ▲ 24.4 ▲ 6.1 18.3

小 売 業 ▲ 32.8 ▲ 32.9 ▲ 35.4 ▲ 37.6 ▲ 37.5 ▲ 32.1 ▲ 35.4 ▲ 22.7 ▲ 27.3 ▲ 31.0 ▲ 27.7 3.3

サ ー ビ ス 業 ▲ 31.6 ▲ 30.6 ▲ 34.9 ▲ 34.9 ▲ 36.7 ▲ 26.8 ▲ 32.0 ▲ 7.8 ▲ 19.7 ▲ 27.0 ▲ 10.7 16.3

全 産 業 ▲ 35.3 ▲ 30.6 ▲ 30.5 ▲ 27.9 ▲ 28.9 ▲ 23.6 ▲ 26.8 ▲ 12.4 ▲ 21.2 ▲ 24.5 ▲ 15.1 9.4

製 造 業 ▲ 40.7 ▲ 31.3 ▲ 25.6 ▲ 14.3 ▲ 16.5 ▲ 19.7 ▲ 14.4 ▲ 9.9 ▲ 16.0 ▲ 15.4 ▲ 15.5 ▲ 0.1

建 設 業 ▲ 18.9 ▲ 17.0 ▲ 14.6 ▲ 11.2 ▲ 15.6 ▲ 18.7 ▲ 14.6 ▲ 14.7 ▲ 14.3 ▲ 10.9 ▲ 14.7 ▲ 3.8

卸 売 業 ▲ 37.9 ▲ 13.5 ▲ 30.7 ▲ 21.4 ▲ 20.3 ▲ 21.7 ▲ 28.9 ▲ 8.5 ▲ 21.1 ▲ 25.4 ▲ 14.3 11.1

小 売 業 ▲ 33.2 ▲ 34.7 ▲ 36.5 ▲ 38.6 ▲ 38.9 ▲ 31.2 ▲ 36.8 ▲ 21.9 ▲ 28.4 ▲ 24.0 ▲ 19.8 4.2

サ ー ビ ス 業 ▲ 30.0 ▲ 31.1 ▲ 32.4 ▲ 31.3 ▲ 24.0 ▲ 22.6 ▲ 29.6 ▲ 13.8 ▲ 20.4 ▲ 23.3 ▲ 12.0 11.3

全 産 業 ▲ 33.0 ▲ 29.0 ▲ 28.6 ▲ 24.9 ▲ 24.2 ▲ 23.4 ▲ 24.7 ▲ 14.3 ▲ 20.0 ▲ 20.0 ▲ 15.3 4.7

製 造 業 ▲ 35.6 ▲ 23.9 ▲ 26.0 ▲ 16.1 ▲ 19.6 ▲ 21.6 ▲ 13.0 ▲ 10.2 ▲ 13.4 ▲ 20.8 ▲ 13.6 7.2

建 設 業 ▲ 16.1 ▲ 17.4 ▲ 16.1 ▲ 14.8 ▲ 19.9 ▲ 17.8 ▲ 19.4 ▲ 14.0 ▲ 14.3 ▲ 11.5 ▲ 13.7 ▲ 2.2

卸 売 業 ▲ 25.7 ▲ 19.6 ▲ 20.1 ▲ 23.2 ▲ 22.3 ▲ 14.1 ▲ 16.7 ▲ 13.7 ▲ 12.9 ▲ 19.1 ▲ 13.9 5.2

小 売 業 ▲ 29.7 ▲ 31.6 ▲ 30.7 ▲ 37.4 ▲ 40.8 ▲ 34.1 ▲ 37.0 ▲ 25.5 ▲ 26.9 ▲ 33.4 ▲ 28.1 5.3

サ ー ビ ス 業 ▲ 18.4 ▲ 24.1 ▲ 26.0 ▲ 28.3 ▲ 25.6 ▲ 22.6 ▲ 30.7 ▲ 8.4 ▲ 15.8 ▲ 24.3 ▲ 10.8 13.5

全 産 業 ▲ 25.0 ▲ 25.0 ▲ 25.8 ▲ 25.6 ▲ 26.5 ▲ 24.4 ▲ 25.8 ▲ 14.5 ▲ 17.3 ▲ 23.7 ▲ 16.6 7.1

製 造 業 ▲ 37.1 ▲ 32.7 ▲ 26.8 ▲ 22.4 ▲ 15.7 ▲ 23.2 ▲ 23.7 ▲ 15.2 ▲ 16.4 ▲ 17.0 ▲ 22.2 ▲ 5.2

建 設 業 ▲ 16.0 ▲ 16.6 ▲ 15.1 ▲ 11.6 ▲ 13.5 ▲ 7.6 ▲ 16.8 ▲ 15.4 ▲ 6.8 ▲ 9.6 ▲ 10.6 ▲ 1.0

卸 売 業 ▲ 30.4 ▲ 21.9 ▲ 26.7 ▲ 29.0 ▲ 33.7 ▲ 33.6 ▲ 35.9 ▲ 2.8 ▲ 20.3 ▲ 18.1 ▲ 11.3 6.8

小 売 業 ▲ 36.5 ▲ 41.8 ▲ 35.6 ▲ 34.8 ▲ 40.9 ▲ 37.2 ▲ 41.3 ▲ 29.5 ▲ 32.1 ▲ 34.0 ▲ 26.3 7.7

サ ー ビ ス 業 ▲ 32.2 ▲ 25.6 ▲ 30.0 ▲ 32.6 ▲ 32.2 ▲ 20.5 ▲ 34.5 ▲ 6.1 ▲ 11.9 ▲ 23.2 ▲ 15.8 7.4

全 産 業 ▲ 32.5 ▲ 30.2 ▲ 28.3 ▲ 27.8 ▲ 28.0 ▲ 24.5 ▲ 31.1 ▲ 15.1 ▲ 17.8 ▲ 23.0 ▲ 17.7 5.3

製 造 業 ▲ 35.7 ▲ 27.9 ▲ 22.9 ▲ 22.1 ▲ 21.5 ▲ 22.1 ▲ 19.0 ▲ 11.3 ▲ 17.0 ▲ 18.9 ▲ 6.4 12.5

建 設 業 ▲ 21.1 ▲ 9.4 ▲ 8.9 ▲ 14.2 ▲ 15.0 ▲ 11.5 ▲ 14.2 ▲ 13.9 ▲ 8.2 ▲ 14.4 ▲ 10.3 4.1

卸 売 業 ▲ 40.3 ▲ 27.7 ▲ 24.8 ▲ 18.2 ▲ 29.7 ▲ 17.6 ▲ 14.4 ▲ 3.2 ▲ 22.6 ▲ 14.3 ▲ 10.1 4.2

小 売 業 ▲ 34.4 ▲ 30.2 ▲ 32.5 ▲ 34.5 ▲ 38.5 ▲ 30.5 ▲ 33.8 ▲ 19.6 ▲ 26.8 ▲ 26.9 ▲ 15.9 11.0

サ ー ビ ス 業 ▲ 35.0 ▲ 30.3 ▲ 35.6 ▲ 33.4 ▲ 31.6 ▲ 21.1 ▲ 31.2 ▲ 7.2 ▲ 18.6 ▲ 18.7 ▲ 5.6 13.1

全 産 業 ▲ 32.7 ▲ 26.7 ▲ 28.5 ▲ 28.1 ▲ 28.0 ▲ 22.2 ▲ 27.0 ▲ 12.0 ▲ 19.7 ▲ 20.2 ▲ 8.5 11.7

前期差地域・産業

１３．業況判断ＤＩ（地域別）

北
海
道

2020年 2021年 2022年

東
北

関
東

九
州
・
沖
縄

四
国

中
部

近
畿

中
国
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（１）全産業 前期比（季節調整値）

2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 33.3 ▲ 29.1 ▲ 28.7 ▲ 26.2 ▲ 28.4 ▲ 23.5 ▲ 26.6 ▲ 14.4 ▲ 19.5 ▲ 22.9 ▲ 13.7 9.2

▲ 29.2 ▲ 28.3 ▲ 27.7 ▲ 24.7 ▲ 27.2 ▲ 25.6 ▲ 26.5 ▲ 14.1 ▲ 16.7 ▲ 25.5 ▲ 14.8 10.7

▲ 34.9 ▲ 29.7 ▲ 27.1 ▲ 26.7 ▲ 31.9 ▲ 28.9 ▲ 30.3 ▲ 16.3 ▲ 19.8 ▲ 28.6 ▲ 18.0 10.6

▲ 10.3 ▲ 19.8 ▲ 21.1 ▲ 12.3 ▲ 13.6 ▲ 8.6 ▲ 9.4 ▲ 2.8 ▲ 8.1 ▲ 13.9 ▲ 6.2 7.7

十勝･釧路･根室 ▲ 31.2 ▲ 30.3 ▲ 34.2 ▲ 28.8 ▲ 28.8 ▲ 28.7 ▲ 28.6 ▲ 17.5 ▲ 16.1 ▲ 24.5 ▲ 10.7 13.8

東　北 ▲ 35.7 ▲ 32.5 ▲ 32.6 ▲ 30.0 ▲ 33.0 ▲ 28.7 ▲ 29.6 ▲ 18.7 ▲ 23.7 ▲ 29.0 ▲ 18.6 10.4

青森県 ▲ 35.4 ▲ 35.7 ▲ 33.3 ▲ 29.5 ▲ 33.6 ▲ 32.7 ▲ 26.2 ▲ 19.4 ▲ 30.0 ▲ 31.4 ▲ 25.4 6.0

岩手県 ▲ 38.4 ▲ 27.7 ▲ 31.2 ▲ 28.5 ▲ 35.1 ▲ 25.2 ▲ 36.6 ▲ 24.8 ▲ 24.7 ▲ 35.5 ▲ 18.8 16.7

宮城県 ▲ 31.0 ▲ 31.6 ▲ 32.6 ▲ 31.8 ▲ 32.7 ▲ 28.0 ▲ 30.3 ▲ 14.2 ▲ 19.0 ▲ 25.2 ▲ 15.3 9.9

秋田県 ▲ 32.7 ▲ 25.0 ▲ 33.6 ▲ 24.1 ▲ 30.7 ▲ 28.7 ▲ 24.9 ▲ 20.3 ▲ 22.2 ▲ 24.6 ▲ 21.3 3.3

山形県 ▲ 39.2 ▲ 37.3 ▲ 32.9 ▲ 29.2 ▲ 25.3 ▲ 26.8 ▲ 26.5 ▲ 12.2 ▲ 22.6 ▲ 24.7 ▲ 16.2 8.5

福島県 ▲ 36.8 ▲ 36.4 ▲ 34.9 ▲ 34.5 ▲ 37.7 ▲ 29.5 ▲ 35.2 ▲ 21.2 ▲ 25.7 ▲ 29.9 ▲ 17.5 12.4

関　東 ▲ 34.4 ▲ 29.8 ▲ 29.0 ▲ 24.0 ▲ 28.1 ▲ 21.6 ▲ 26.2 ▲ 15.5 ▲ 18.3 ▲ 22.6 ▲ 12.4 10.2

茨城県 ▲ 41.2 ▲ 36.1 ▲ 31.5 ▲ 23.0 ▲ 36.3 ▲ 26.6 ▲ 27.7 ▲ 24.0 ▲ 26.5 ▲ 27.7 ▲ 18.2 9.5

栃木県 ▲ 41.2 ▲ 38.0 ▲ 40.2 ▲ 31.3 ▲ 33.4 ▲ 27.4 ▲ 30.9 ▲ 17.3 ▲ 22.2 ▲ 25.2 ▲ 16.5 8.7

群馬県 ▲ 37.1 ▲ 22.3 ▲ 26.9 ▲ 22.9 ▲ 28.6 ▲ 27.5 ▲ 28.3 ▲ 12.5 ▲ 15.0 ▲ 22.4 ▲ 9.8 12.6

埼玉県 ▲ 22.8 ▲ 29.6 ▲ 22.5 ▲ 14.0 ▲ 17.1 ▲ 14.1 ▲ 22.3 ▲ 14.4 ▲ 15.6 ▲ 20.6 ▲ 9.1 11.5

千葉県 ▲ 30.7 ▲ 29.1 ▲ 29.7 ▲ 25.7 ▲ 29.9 ▲ 23.5 ▲ 25.9 ▲ 12.1 ▲ 18.8 ▲ 20.5 ▲ 8.4 12.1

東京都 ▲ 35.8 ▲ 31.3 ▲ 30.4 ▲ 24.2 ▲ 28.6 ▲ 20.3 ▲ 26.2 ▲ 9.5 ▲ 15.8 ▲ 18.1 ▲ 1.7 16.4

神奈川県 ▲ 27.8 ▲ 26.4 ▲ 28.7 ▲ 22.9 ▲ 26.4 ▲ 18.5 ▲ 17.5 ▲ 15.4 ▲ 20.4 ▲ 20.6 ▲ 10.5 10.1

新潟県 ▲ 38.5 ▲ 31.4 ▲ 29.0 ▲ 23.9 ▲ 29.6 ▲ 20.7 ▲ 27.4 ▲ 20.3 ▲ 23.8 ▲ 27.5 ▲ 18.7 8.8

山梨県 ▲ 36.5 ▲ 22.7 ▲ 25.2 ▲ 25.6 ▲ 25.3 ▲ 20.9 ▲ 27.7 ▲ 16.2 ▲ 18.7 ▲ 27.0 ▲ 22.4 4.6

長野県 ▲ 42.7 ▲ 32.3 ▲ 30.5 ▲ 27.0 ▲ 32.3 ▲ 21.4 ▲ 31.2 ▲ 16.7 ▲ 20.2 ▲ 21.2 ▲ 15.3 5.9

静岡県 ▲ 29.6 ▲ 25.2 ▲ 24.8 ▲ 23.2 ▲ 28.7 ▲ 17.6 ▲ 23.3 ▲ 14.7 ▲ 20.4 ▲ 21.9 ▲ 12.1 9.8

中　部 ▲ 35.3 ▲ 30.6 ▲ 30.5 ▲ 27.9 ▲ 28.9 ▲ 23.6 ▲ 26.8 ▲ 12.4 ▲ 21.2 ▲ 24.5 ▲ 15.1 9.4

富山県 ▲ 39.9 ▲ 31.3 ▲ 25.7 ▲ 21.2 ▲ 22.3 ▲ 22.7 ▲ 28.4 ▲ 14.1 ▲ 25.8 ▲ 23.4 ▲ 22.4 1.0

石川県 ▲ 34.8 ▲ 23.4 ▲ 26.9 ▲ 26.4 ▲ 27.2 ▲ 24.1 ▲ 24.4 ▲ 3.0 ▲ 10.8 ▲ 19.7 ▲ 7.7 12.0

岐阜県 ▲ 31.2 ▲ 31.2 ▲ 32.6 ▲ 28.6 ▲ 30.3 ▲ 27.3 ▲ 27.1 ▲ 14.5 ▲ 16.7 ▲ 18.8 ▲ 11.8 7.0

愛知県 ▲ 33.1 ▲ 32.0 ▲ 30.6 ▲ 29.1 ▲ 28.8 ▲ 20.8 ▲ 26.8 ▲ 13.2 ▲ 22.5 ▲ 28.8 ▲ 14.4 14.4

三重県 ▲ 36.6 ▲ 32.2 ▲ 35.2 ▲ 32.6 ▲ 30.1 ▲ 24.4 ▲ 28.4 ▲ 13.6 ▲ 24.7 ▲ 28.9 ▲ 19.8 9.1

近　畿 ▲ 33.0 ▲ 29.0 ▲ 28.6 ▲ 24.9 ▲ 24.2 ▲ 23.4 ▲ 24.7 ▲ 14.3 ▲ 20.0 ▲ 20.0 ▲ 15.3 4.7

福井県 ▲ 32.8 ▲ 25.1 ▲ 26.9 ▲ 21.8 ▲ 30.4 ▲ 25.4 ▲ 24.2 ▲ 21.6 ▲ 23.8 ▲ 27.5 ▲ 18.0 9.5

滋賀県 ▲ 35.2 ▲ 28.8 ▲ 26.5 ▲ 23.5 ▲ 27.8 ▲ 21.3 ▲ 24.1 ▲ 8.2 ▲ 9.3 ▲ 13.6 ▲ 11.0 2.6

京都府 ▲ 27.4 ▲ 30.7 ▲ 28.6 ▲ 23.7 ▲ 20.0 ▲ 22.7 ▲ 24.4 ▲ 13.4 ▲ 19.8 ▲ 15.4 ▲ 16.1 ▲ 0.7

大阪府 ▲ 39.2 ▲ 31.5 ▲ 32.5 ▲ 26.9 ▲ 27.9 ▲ 29.4 ▲ 28.6 ▲ 15.5 ▲ 27.7 ▲ 20.4 ▲ 14.4 6.0

兵庫県 ▲ 37.2 ▲ 25.2 ▲ 25.8 ▲ 23.4 ▲ 19.0 ▲ 17.9 ▲ 20.6 ▲ 10.4 ▲ 18.9 ▲ 18.4 ▲ 10.4 8.0

奈良県 ▲ 24.4 ▲ 28.1 ▲ 27.6 ▲ 29.9 ▲ 23.4 ▲ 22.8 ▲ 21.5 ▲ 13.8 ▲ 20.0 ▲ 20.2 ▲ 18.5 1.7

和歌山県 ▲ 26.2 ▲ 29.5 ▲ 28.8 ▲ 22.2 ▲ 19.8 ▲ 18.0 ▲ 27.7 ▲ 17.7 ▲ 14.5 ▲ 26.3 ▲ 20.8 5.5

中　国 ▲ 25.0 ▲ 25.0 ▲ 25.8 ▲ 25.6 ▲ 26.5 ▲ 24.4 ▲ 25.8 ▲ 14.5 ▲ 17.3 ▲ 23.7 ▲ 16.6 7.1

鳥取県 ▲ 27.0 ▲ 23.9 ▲ 29.5 ▲ 25.1 ▲ 25.4 ▲ 19.7 ▲ 22.8 ▲ 10.5 ▲ 14.7 ▲ 26.4 ▲ 17.3 9.1

島根県 ▲ 29.6 ▲ 23.5 ▲ 24.7 ▲ 25.2 ▲ 32.8 ▲ 22.7 ▲ 26.7 ▲ 12.7 ▲ 20.6 ▲ 20.8 ▲ 13.8 7.0

岡山県 ▲ 27.7 ▲ 24.9 ▲ 26.0 ▲ 24.5 ▲ 28.4 ▲ 25.2 ▲ 22.3 ▲ 14.2 ▲ 15.4 ▲ 20.5 ▲ 18.1 2.4

広島県 ▲ 17.7 ▲ 24.8 ▲ 22.9 ▲ 28.8 ▲ 23.9 ▲ 25.4 ▲ 30.2 ▲ 16.2 ▲ 18.5 ▲ 26.9 ▲ 15.7 11.2

山口県 ▲ 26.5 ▲ 26.4 ▲ 26.5 ▲ 23.6 ▲ 25.3 ▲ 26.5 ▲ 24.9 ▲ 16.9 ▲ 18.1 ▲ 23.9 ▲ 18.4 5.5

四　国 ▲ 32.5 ▲ 30.2 ▲ 28.3 ▲ 27.8 ▲ 28.0 ▲ 24.5 ▲ 31.1 ▲ 15.1 ▲ 17.8 ▲ 23.0 ▲ 17.7 5.3

徳島県 ▲ 33.0 ▲ 32.5 ▲ 30.1 ▲ 22.4 ▲ 24.1 ▲ 20.7 ▲ 24.4 ▲ 16.8 ▲ 17.6 ▲ 19.6 ▲ 18.5 1.1

香川県 ▲ 39.3 ▲ 39.0 ▲ 33.0 ▲ 31.2 ▲ 28.1 ▲ 26.0 ▲ 34.3 ▲ 17.1 ▲ 16.4 ▲ 25.1 ▲ 23.5 1.6

愛媛県 ▲ 29.0 ▲ 28.6 ▲ 29.3 ▲ 31.2 ▲ 31.0 ▲ 26.6 ▲ 35.5 ▲ 14.8 ▲ 21.5 ▲ 25.0 ▲ 13.0 12.0

高知県 ▲ 27.2 ▲ 19.1 ▲ 19.5 ▲ 24.8 ▲ 26.0 ▲ 24.2 ▲ 28.5 ▲ 11.2 ▲ 15.3 ▲ 20.0 ▲ 18.7 1.3

九州・沖縄 ▲ 32.7 ▲ 26.7 ▲ 28.5 ▲ 28.1 ▲ 28.0 ▲ 22.2 ▲ 27.0 ▲ 12.0 ▲ 19.7 ▲ 20.2 ▲ 8.5 11.7

福岡県 ▲ 23.3 ▲ 26.7 ▲ 28.2 ▲ 26.0 ▲ 24.7 ▲ 21.8 ▲ 22.2 ▲ 13.3 ▲ 20.0 ▲ 20.1 ▲ 13.0 7.1

佐賀県 ▲ 31.3 ▲ 27.6 ▲ 25.8 ▲ 25.0 ▲ 29.4 ▲ 20.6 ▲ 25.1 ▲ 14.4 ▲ 23.8 ▲ 23.3 ▲ 11.9 11.4

長崎県 ▲ 39.4 ▲ 32.2 ▲ 37.8 ▲ 37.4 ▲ 37.5 ▲ 34.5 ▲ 38.7 ▲ 10.9 ▲ 21.3 ▲ 24.3 ▲ 11.6 12.7

熊本県 ▲ 33.2 ▲ 24.5 ▲ 19.9 ▲ 25.5 ▲ 24.1 ▲ 20.4 ▲ 31.4 ▲ 17.9 ▲ 21.6 ▲ 20.6 ▲ 8.3 12.3

大分県 ▲ 37.6 ▲ 30.3 ▲ 30.9 ▲ 29.5 ▲ 29.5 ▲ 29.0 ▲ 30.8 ▲ 19.3 ▲ 25.1 ▲ 26.9 ▲ 19.9 7.0

宮崎県 ▲ 31.9 ▲ 20.7 ▲ 24.1 ▲ 22.3 ▲ 21.2 ▲ 15.2 ▲ 21.4 ▲ 12.1 ▲ 14.7 ▲ 18.8 4.4 23.2

鹿児島県 ▲ 38.9 ▲ 31.3 ▲ 30.2 ▲ 30.1 ▲ 30.9 ▲ 27.3 ▲ 26.4 ▲ 9.8 ▲ 22.0 ▲ 21.6 ▲ 14.1 7.5

沖縄県 ▲ 34.8 ▲ 21.9 ▲ 25.6 ▲ 29.2 ▲ 29.5 ▲ 9.6 ▲ 18.4 3.3 1.1 ▲ 5.3 8.9 14.2

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

１４．業況判断ＤＩ（都道府県別）

前期差都道府県
2020年 2021年 2022年
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（２）製造業 前期比（季節調整値）

2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 40.3 ▲ 30.1 ▲ 24.8 ▲ 17.1 ▲ 17.9 ▲ 19.5 ▲ 17.6 ▲ 12.7 ▲ 15.2 ▲ 19.2 ▲ 13.6 5.6

▲ 25.0 ▲ 24.6 ▲ 22.0 ▲ 13.5 ▲ 20.3 ▲ 19.5 ▲ 16.3 ▲ 15.5 ▲ 10.8 ▲ 24.5 ▲ 10.2 14.3

▲ 35.4 ▲ 25.0 ▲ 17.3 ▲ 16.7 ▲ 26.5 ▲ 24.0 ▲ 19.7 ▲ 14.5 ▲ 13.5 ▲ 29.7 ▲ 15.1 14.6

2.8 ▲ 19.1 ▲ 21.7 7.4 ▲ 4.1 0.5 14.2 ▲ 5.4 2.0 ▲ 7.6 ▲ 0.2 7.4

十勝･釧路･根室 ▲ 33.5 ▲ 32.9 ▲ 32.0 ▲ 28.1 ▲ 30.6 ▲ 26.0 ▲ 32.3 ▲ 33.5 ▲ 23.2 ▲ 25.4 4.5 29.9

東　北 ▲ 42.3 ▲ 33.2 ▲ 33.1 ▲ 17.6 ▲ 20.2 ▲ 21.8 ▲ 21.6 ▲ 13.9 ▲ 16.1 ▲ 28.5 ▲ 18.3 10.2

青森県 ▲ 36.5 ▲ 40.0 ▲ 41.2 ▲ 25.2 ▲ 17.7 ▲ 3.7 ▲ 3.7 ▲ 14.0 ▲ 31.8 ▲ 44.3 ▲ 33.2 11.1

岩手県 ▲ 40.4 ▲ 27.4 ▲ 27.7 ▲ 14.7 ▲ 20.2 ▲ 26.2 ▲ 23.6 ▲ 6.5 ▲ 6.4 ▲ 44.0 ▲ 18.2 25.8

宮城県 ▲ 46.5 ▲ 33.8 ▲ 34.7 ▲ 23.5 ▲ 26.2 ▲ 30.4 ▲ 25.0 ▲ 14.2 ▲ 18.9 ▲ 26.7 ▲ 21.7 5.0

秋田県 ▲ 40.2 ▲ 27.9 ▲ 43.7 ▲ 10.6 ▲ 26.9 ▲ 19.8 ▲ 21.1 ▲ 18.4 ▲ 15.1 ▲ 23.7 ▲ 21.2 2.5

山形県 ▲ 53.0 ▲ 46.4 ▲ 34.1 ▲ 23.2 ▲ 9.6 ▲ 15.4 ▲ 18.4 0.1 ▲ 14.3 ▲ 14.8 ▲ 7.6 7.2

福島県 ▲ 39.8 ▲ 28.6 ▲ 23.5 ▲ 11.6 ▲ 19.3 ▲ 30.4 ▲ 32.1 ▲ 21.4 ▲ 19.4 ▲ 24.2 ▲ 17.7 6.5

関　東 ▲ 43.3 ▲ 31.0 ▲ 22.1 ▲ 14.4 ▲ 15.3 ▲ 16.2 ▲ 18.5 ▲ 14.8 ▲ 13.4 ▲ 18.6 ▲ 14.5 4.1

茨城県 ▲ 46.1 ▲ 34.3 ▲ 24.9 ▲ 21.0 ▲ 24.4 ▲ 25.0 ▲ 23.8 ▲ 21.6 ▲ 21.6 ▲ 24.2 ▲ 15.6 8.6

栃木県 ▲ 39.3 ▲ 38.9 ▲ 30.1 ▲ 16.7 ▲ 19.2 ▲ 15.7 ▲ 15.8 ▲ 7.0 ▲ 6.1 ▲ 11.8 ▲ 7.4 4.4

群馬県 ▲ 51.4 ▲ 30.0 ▲ 26.0 ▲ 17.7 ▲ 18.6 ▲ 26.7 ▲ 33.1 ▲ 22.2 ▲ 7.2 ▲ 17.1 ▲ 15.1 2.0

埼玉県 ▲ 42.9 ▲ 28.6 ▲ 17.4 2.4 0.6 ▲ 2.1 ▲ 14.6 ▲ 6.3 ▲ 14.9 ▲ 15.8 ▲ 9.0 6.8

千葉県 ▲ 35.7 ▲ 23.7 ▲ 21.0 ▲ 10.9 ▲ 24.0 ▲ 12.3 ▲ 13.7 ▲ 12.2 ▲ 18.6 ▲ 19.3 ▲ 22.7 ▲ 3.4

東京都 ▲ 47.6 ▲ 40.1 ▲ 31.4 ▲ 29.8 ▲ 32.0 ▲ 24.9 ▲ 32.0 ▲ 25.1 ▲ 10.2 ▲ 11.6 ▲ 8.6 3.0

神奈川県 ▲ 44.6 ▲ 34.0 ▲ 33.0 ▲ 16.4 ▲ 12.5 ▲ 18.3 ▲ 11.0 ▲ 15.7 ▲ 12.2 ▲ 17.6 ▲ 16.9 0.7

新潟県 ▲ 35.1 ▲ 26.4 ▲ 18.7 ▲ 12.8 ▲ 14.9 ▲ 14.7 ▲ 10.6 ▲ 11.6 ▲ 18.7 ▲ 23.0 ▲ 15.8 7.2

山梨県 ▲ 39.7 ▲ 19.3 ▲ 11.9 ▲ 12.8 ▲ 8.4 ▲ 10.1 ▲ 6.7 ▲ 5.9 ▲ 7.6 ▲ 23.1 ▲ 16.0 7.1

長野県 ▲ 54.6 ▲ 31.0 ▲ 14.6 0.4 0.5 ▲ 5.6 ▲ 15.2 ▲ 9.1 ▲ 9.2 ▲ 19.2 ▲ 25.0 ▲ 5.8

静岡県 ▲ 37.8 ▲ 31.2 ▲ 17.5 ▲ 12.9 ▲ 11.9 ▲ 20.3 ▲ 25.5 ▲ 19.1 ▲ 22.2 ▲ 19.3 ▲ 14.1 5.2

中　部 ▲ 43.5 ▲ 30.1 ▲ 27.2 ▲ 19.3 ▲ 17.0 ▲ 17.5 ▲ 17.7 ▲ 9.9 ▲ 18.1 ▲ 17.7 ▲ 11.5 6.2

富山県 ▲ 43.8 ▲ 26.7 ▲ 18.3 ▲ 11.5 ▲ 8.2 ▲ 18.2 ▲ 13.7 ▲ 3.7 ▲ 27.7 ▲ 18.1 ▲ 17.6 0.5

石川県 ▲ 43.4 ▲ 25.3 ▲ 20.4 ▲ 10.0 ▲ 11.6 ▲ 22.0 ▲ 8.1 ▲ 3.6 ▲ 6.7 ▲ 16.2 0.2 16.4

岐阜県 ▲ 46.6 ▲ 33.4 ▲ 29.1 ▲ 15.3 ▲ 14.7 ▲ 24.7 ▲ 18.9 ▲ 3.4 ▲ 12.6 ▲ 9.6 ▲ 3.3 6.3

愛知県 ▲ 39.3 ▲ 28.3 ▲ 26.9 ▲ 20.5 ▲ 24.6 ▲ 11.5 ▲ 18.5 ▲ 14.3 ▲ 23.1 ▲ 24.3 ▲ 12.5 11.8

三重県 ▲ 48.7 ▲ 37.8 ▲ 34.5 ▲ 30.4 ▲ 20.7 ▲ 20.0 ▲ 20.4 ▲ 15.3 ▲ 13.8 ▲ 16.3 ▲ 17.3 ▲ 1.0

近　畿 ▲ 40.7 ▲ 31.3 ▲ 25.6 ▲ 14.3 ▲ 16.5 ▲ 19.7 ▲ 14.4 ▲ 9.9 ▲ 16.0 ▲ 15.4 ▲ 15.5 ▲ 0.1

福井県 ▲ 42.8 ▲ 22.4 ▲ 25.2 ▲ 8.9 ▲ 21.0 ▲ 27.0 ▲ 17.0 ▲ 9.2 ▲ 24.3 ▲ 28.2 ▲ 14.2 14.0

滋賀県 ▲ 51.5 ▲ 36.9 ▲ 26.3 ▲ 29.3 ▲ 24.6 ▲ 20.7 ▲ 23.1 ▲ 5.4 ▲ 6.5 ▲ 18.7 ▲ 9.5 9.2

京都府 ▲ 35.3 ▲ 32.1 ▲ 23.6 ▲ 3.4 ▲ 1.7 ▲ 9.2 ▲ 9.7 ▲ 5.5 ▲ 23.9 ▲ 12.8 ▲ 19.5 ▲ 6.7

大阪府 ▲ 43.1 ▲ 35.0 ▲ 32.3 ▲ 19.8 ▲ 26.4 ▲ 28.3 ▲ 27.3 ▲ 17.0 ▲ 24.4 ▲ 19.4 ▲ 15.6 3.8

兵庫県 ▲ 50.9 ▲ 29.4 ▲ 23.5 ▲ 10.5 ▲ 13.6 ▲ 21.2 ▲ 7.0 ▲ 0.7 ▲ 14.5 ▲ 2.1 ▲ 8.8 ▲ 6.7

奈良県 ▲ 25.0 ▲ 23.0 ▲ 18.4 ▲ 15.5 ▲ 18.8 ▲ 12.6 ▲ 0.7 ▲ 8.5 ▲ 2.1 ▲ 11.9 ▲ 12.8 ▲ 0.9

和歌山県 ▲ 40.5 ▲ 32.6 ▲ 22.5 ▲ 2.2 ▲ 5.0 ▲ 4.8 ▲ 5.5 ▲ 16.5 ▲ 14.7 ▲ 12.9 ▲ 28.8 ▲ 15.9

中　国 ▲ 35.6 ▲ 23.9 ▲ 26.0 ▲ 16.1 ▲ 19.6 ▲ 21.6 ▲ 13.0 ▲ 10.2 ▲ 13.4 ▲ 20.8 ▲ 13.6 7.2

鳥取県 ▲ 42.4 ▲ 2.5 ▲ 19.1 ▲ 5.8 ▲ 9.8 ▲ 10.5 ▲ 13.4 ▲ 3.1 ▲ 6.2 ▲ 23.8 ▲ 26.2 ▲ 2.4

島根県 ▲ 34.1 ▲ 27.9 ▲ 21.1 ▲ 17.4 ▲ 17.2 ▲ 15.7 ▲ 9.6 ▲ 5.1 ▲ 8.0 ▲ 22.7 ▲ 13.5 9.2

岡山県 ▲ 43.5 ▲ 20.9 ▲ 27.7 ▲ 10.6 ▲ 19.1 ▲ 24.5 ▲ 14.0 ▲ 14.6 ▲ 7.2 ▲ 19.6 ▲ 20.7 ▲ 1.1

広島県 ▲ 31.6 ▲ 28.7 ▲ 25.5 ▲ 20.6 ▲ 10.6 ▲ 17.8 ▲ 15.7 ▲ 2.4 ▲ 17.4 ▲ 15.3 ▲ 3.8 11.5

山口県 ▲ 28.7 ▲ 30.7 ▲ 42.7 ▲ 15.5 ▲ 36.8 ▲ 31.6 ▲ 22.3 ▲ 14.0 ▲ 23.1 ▲ 22.6 ▲ 17.7 4.9

四　国 ▲ 37.1 ▲ 32.7 ▲ 26.8 ▲ 22.4 ▲ 15.7 ▲ 23.2 ▲ 23.7 ▲ 15.2 ▲ 16.4 ▲ 17.0 ▲ 22.2 ▲ 5.2

徳島県 ▲ 35.4 ▲ 32.1 ▲ 27.4 ▲ 20.5 ▲ 19.5 ▲ 27.8 ▲ 17.5 ▲ 12.5 ▲ 12.5 ▲ 5.3 ▲ 22.2 ▲ 16.9

香川県 ▲ 45.2 ▲ 41.2 ▲ 36.3 ▲ 32.0 ▲ 15.0 ▲ 23.1 ▲ 25.0 ▲ 20.0 ▲ 26.5 ▲ 20.9 ▲ 22.5 ▲ 1.6

愛媛県 ▲ 39.6 ▲ 32.2 ▲ 30.7 ▲ 23.9 ▲ 26.0 ▲ 21.6 ▲ 30.5 ▲ 13.0 ▲ 11.9 ▲ 25.0 ▲ 19.3 5.7

高知県 ▲ 25.8 ▲ 20.0 ▲ 8.3 ▲ 6.3 4.8 ▲ 16.3 ▲ 20.0 ▲ 12.7 ▲ 18.4 ▲ 9.9 ▲ 31.4 ▲ 21.5

九州・沖縄 ▲ 35.7 ▲ 27.9 ▲ 22.9 ▲ 22.1 ▲ 21.5 ▲ 22.1 ▲ 19.0 ▲ 11.3 ▲ 17.0 ▲ 18.9 ▲ 6.4 12.5

福岡県 ▲ 26.6 ▲ 29.3 ▲ 23.0 ▲ 15.3 ▲ 5.6 ▲ 17.0 ▲ 15.2 ▲ 3.7 ▲ 12.6 ▲ 8.8 ▲ 11.2 ▲ 2.4

佐賀県 ▲ 30.6 ▲ 34.2 ▲ 22.5 ▲ 23.5 ▲ 28.0 ▲ 24.3 ▲ 21.7 ▲ 20.5 ▲ 24.1 ▲ 20.9 ▲ 17.3 3.6

長崎県 ▲ 43.2 ▲ 29.5 ▲ 36.5 ▲ 42.2 ▲ 36.7 ▲ 42.3 ▲ 36.0 ▲ 10.6 ▲ 34.9 ▲ 32.7 ▲ 16.5 16.2

熊本県 ▲ 36.7 ▲ 21.6 ▲ 19.2 ▲ 20.0 ▲ 16.3 ▲ 29.4 ▲ 29.8 ▲ 25.1 ▲ 31.9 ▲ 25.1 ▲ 10.6 14.5

大分県 ▲ 32.8 ▲ 27.0 ▲ 18.9 ▲ 21.6 ▲ 19.9 ▲ 17.2 ▲ 18.8 ▲ 5.5 ▲ 15.6 ▲ 25.0 ▲ 20.1 4.9

宮崎県 ▲ 37.1 ▲ 20.0 ▲ 21.5 ▲ 10.8 ▲ 14.6 ▲ 11.3 ▲ 9.3 ▲ 4.6 ▲ 10.2 ▲ 27.8 14.6 42.4

鹿児島県 ▲ 38.8 ▲ 28.4 ▲ 27.1 ▲ 21.7 ▲ 20.5 ▲ 25.7 ▲ 17.3 ▲ 13.4 ▲ 15.1 ▲ 18.2 ▲ 8.4 9.8

沖縄県 ▲ 38.9 ▲ 30.1 ▲ 27.2 ▲ 26.0 ▲ 34.7 ▲ 10.6 ▲ 20.7 ▲ 8.4 6.8 3.3 13.4 10.1

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

１４．業況判断ＤＩ（都道府県別）

前期差都道府県
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（３）非製造業 前期比（季節調整値）

2023年

7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

▲ 31.0 ▲ 28.9 ▲ 30.1 ▲ 29.2 ▲ 31.7 ▲ 24.9 ▲ 29.6 ▲ 15.1 ▲ 21.0 ▲ 24.0 ▲ 14.1 9.9

▲ 30.3 ▲ 29.1 ▲ 29.5 ▲ 27.7 ▲ 29.3 ▲ 27.1 ▲ 29.6 ▲ 13.3 ▲ 18.4 ▲ 25.2 ▲ 16.3 8.9

▲ 34.8 ▲ 31.1 ▲ 30.1 ▲ 29.8 ▲ 33.6 ▲ 30.3 ▲ 33.3 ▲ 16.5 ▲ 22.5 ▲ 28.2 ▲ 18.6 9.6

▲ 15.2 ▲ 19.4 ▲ 20.7 ▲ 18.5 ▲ 17.2 ▲ 10.7 ▲ 17.0 ▲ 0.6 ▲ 12.0 ▲ 15.1 ▲ 10.8 4.3

十勝･釧路･根室 ▲ 31.7 ▲ 29.3 ▲ 34.6 ▲ 28.5 ▲ 29.4 ▲ 28.7 ▲ 27.8 ▲ 14.7 ▲ 15.9 ▲ 24.2 ▲ 13.9 10.3

東　北 ▲ 33.2 ▲ 32.3 ▲ 32.8 ▲ 33.5 ▲ 36.4 ▲ 30.9 ▲ 32.7 ▲ 20.3 ▲ 25.8 ▲ 29.3 ▲ 19.0 10.3

青森県 ▲ 35.5 ▲ 34.3 ▲ 31.2 ▲ 30.7 ▲ 38.2 ▲ 40.2 ▲ 32.0 ▲ 20.7 ▲ 30.6 ▲ 27.6 ▲ 22.9 4.7

岩手県 ▲ 37.2 ▲ 27.8 ▲ 32.4 ▲ 32.9 ▲ 39.3 ▲ 24.7 ▲ 40.6 ▲ 30.6 ▲ 31.3 ▲ 32.5 ▲ 19.8 12.7

宮城県 ▲ 26.2 ▲ 30.5 ▲ 32.8 ▲ 33.9 ▲ 34.7 ▲ 26.8 ▲ 32.9 ▲ 14.0 ▲ 18.4 ▲ 23.8 ▲ 14.4 9.4

秋田県 ▲ 30.6 ▲ 24.2 ▲ 29.4 ▲ 28.1 ▲ 32.6 ▲ 32.1 ▲ 25.9 ▲ 20.4 ▲ 25.3 ▲ 25.6 ▲ 21.6 4.0

山形県 ▲ 36.3 ▲ 34.3 ▲ 32.0 ▲ 30.7 ▲ 31.1 ▲ 30.1 ▲ 28.4 ▲ 15.6 ▲ 26.4 ▲ 27.4 ▲ 18.7 8.7

福島県 ▲ 35.8 ▲ 38.8 ▲ 38.4 ▲ 41.6 ▲ 43.5 ▲ 29.2 ▲ 36.3 ▲ 21.8 ▲ 30.1 ▲ 32.3 ▲ 17.4 14.9

関　東 ▲ 32.3 ▲ 29.0 ▲ 30.9 ▲ 26.9 ▲ 33.4 ▲ 22.8 ▲ 28.4 ▲ 15.7 ▲ 20.9 ▲ 23.9 ▲ 11.1 12.8

茨城県 ▲ 38.5 ▲ 36.9 ▲ 34.5 ▲ 24.3 ▲ 40.1 ▲ 27.5 ▲ 29.6 ▲ 25.2 ▲ 28.5 ▲ 29.0 ▲ 19.9 9.1

栃木県 ▲ 40.7 ▲ 39.2 ▲ 44.1 ▲ 36.7 ▲ 37.6 ▲ 33.6 ▲ 36.5 ▲ 21.2 ▲ 27.2 ▲ 30.3 ▲ 20.3 10.0

群馬県 ▲ 31.4 ▲ 20.3 ▲ 26.9 ▲ 24.3 ▲ 32.1 ▲ 28.9 ▲ 26.3 ▲ 9.1 ▲ 17.7 ▲ 24.9 ▲ 7.7 17.2

埼玉県 ▲ 16.3 ▲ 29.9 ▲ 24.0 ▲ 19.1 ▲ 23.7 ▲ 17.8 ▲ 24.6 ▲ 17.0 ▲ 15.8 ▲ 21.9 ▲ 9.6 12.3

千葉県 ▲ 29.6 ▲ 30.3 ▲ 32.0 ▲ 28.8 ▲ 31.3 ▲ 26.0 ▲ 29.3 ▲ 11.7 ▲ 19.3 ▲ 20.7 ▲ 5.3 15.4

東京都 ▲ 32.7 ▲ 28.9 ▲ 30.0 ▲ 22.7 ▲ 27.5 ▲ 19.0 ▲ 24.5 ▲ 5.1 ▲ 17.5 ▲ 19.6 0.0 19.6

神奈川県 ▲ 22.6 ▲ 24.6 ▲ 27.9 ▲ 24.9 ▲ 29.6 ▲ 18.6 ▲ 19.8 ▲ 15.5 ▲ 21.4 ▲ 21.6 ▲ 9.1 12.5

新潟県 ▲ 41.1 ▲ 32.8 ▲ 33.0 ▲ 27.4 ▲ 36.8 ▲ 22.5 ▲ 33.8 ▲ 23.9 ▲ 26.5 ▲ 28.2 ▲ 20.4 7.8

山梨県 ▲ 34.7 ▲ 25.0 ▲ 30.1 ▲ 30.1 ▲ 31.1 ▲ 26.1 ▲ 35.3 ▲ 19.8 ▲ 22.3 ▲ 29.5 ▲ 23.2 6.3

長野県 ▲ 38.8 ▲ 33.3 ▲ 35.4 ▲ 34.7 ▲ 40.6 ▲ 26.6 ▲ 35.8 ▲ 18.7 ▲ 23.2 ▲ 22.6 ▲ 11.0 11.6

静岡県 ▲ 26.9 ▲ 22.6 ▲ 27.9 ▲ 26.5 ▲ 36.3 ▲ 16.4 ▲ 22.7 ▲ 12.8 ▲ 20.1 ▲ 22.9 ▲ 10.9 12.0

中　部 ▲ 31.5 ▲ 31.0 ▲ 32.4 ▲ 31.5 ▲ 32.3 ▲ 25.7 ▲ 30.9 ▲ 13.5 ▲ 21.4 ▲ 27.3 ▲ 16.8 10.5

富山県 ▲ 38.7 ▲ 33.2 ▲ 28.6 ▲ 25.7 ▲ 29.3 ▲ 24.5 ▲ 34.7 ▲ 19.0 ▲ 25.1 ▲ 25.6 ▲ 24.7 0.9

石川県 ▲ 32.6 ▲ 23.3 ▲ 28.4 ▲ 30.5 ▲ 32.0 ▲ 25.0 ▲ 28.6 ▲ 2.4 ▲ 12.8 ▲ 20.3 ▲ 10.5 9.8

岐阜県 ▲ 26.6 ▲ 30.4 ▲ 33.3 ▲ 33.0 ▲ 36.3 ▲ 28.0 ▲ 29.4 ▲ 18.1 ▲ 18.7 ▲ 21.6 ▲ 14.6 7.0

愛知県 ▲ 30.5 ▲ 33.5 ▲ 32.6 ▲ 32.7 ▲ 30.6 ▲ 24.5 ▲ 30.9 ▲ 12.9 ▲ 22.9 ▲ 30.7 ▲ 15.5 15.2

三重県 ▲ 31.8 ▲ 30.9 ▲ 35.8 ▲ 33.2 ▲ 32.3 ▲ 26.4 ▲ 31.2 ▲ 12.9 ▲ 26.9 ▲ 32.5 ▲ 22.0 10.5

近　畿 ▲ 30.1 ▲ 28.2 ▲ 29.9 ▲ 28.8 ▲ 27.0 ▲ 24.9 ▲ 28.7 ▲ 15.6 ▲ 22.0 ▲ 21.7 ▲ 14.9 6.8

福井県 ▲ 29.8 ▲ 25.5 ▲ 27.4 ▲ 26.3 ▲ 33.8 ▲ 24.6 ▲ 26.2 ▲ 26.0 ▲ 24.1 ▲ 27.6 ▲ 19.4 8.2

滋賀県 ▲ 29.5 ▲ 26.2 ▲ 27.0 ▲ 20.9 ▲ 29.0 ▲ 21.6 ▲ 25.0 ▲ 8.5 ▲ 11.4 ▲ 11.7 ▲ 11.3 0.4

京都府 ▲ 24.5 ▲ 30.0 ▲ 30.6 ▲ 31.5 ▲ 26.9 ▲ 27.9 ▲ 30.2 ▲ 16.5 ▲ 18.5 ▲ 16.1 ▲ 14.5 1.6

大阪府 ▲ 37.5 ▲ 30.2 ▲ 33.0 ▲ 29.6 ▲ 28.2 ▲ 29.6 ▲ 29.5 ▲ 14.9 ▲ 28.6 ▲ 20.7 ▲ 14.1 6.6

兵庫県 ▲ 31.7 ▲ 24.4 ▲ 26.8 ▲ 27.8 ▲ 20.8 ▲ 17.2 ▲ 25.4 ▲ 13.5 ▲ 19.2 ▲ 24.6 ▲ 10.9 13.7

奈良県 ▲ 26.1 ▲ 29.5 ▲ 31.0 ▲ 35.4 ▲ 27.7 ▲ 26.2 ▲ 30.4 ▲ 14.7 ▲ 30.3 ▲ 22.4 ▲ 20.3 2.1

和歌山県 ▲ 21.8 ▲ 28.2 ▲ 31.4 ▲ 28.3 ▲ 24.3 ▲ 21.8 ▲ 35.4 ▲ 17.1 ▲ 15.6 ▲ 29.0 ▲ 20.7 8.3

中　国 ▲ 21.8 ▲ 25.2 ▲ 25.5 ▲ 28.5 ▲ 28.8 ▲ 25.3 ▲ 29.7 ▲ 15.8 ▲ 18.8 ▲ 24.9 ▲ 17.7 7.2

鳥取県 ▲ 22.7 ▲ 29.2 ▲ 32.7 ▲ 31.0 ▲ 30.0 ▲ 21.4 ▲ 26.1 ▲ 13.1 ▲ 16.8 ▲ 26.3 ▲ 15.0 11.3

島根県 ▲ 27.9 ▲ 22.5 ▲ 26.0 ▲ 27.2 ▲ 36.5 ▲ 24.9 ▲ 32.0 ▲ 15.3 ▲ 25.1 ▲ 20.2 ▲ 13.6 6.6

岡山県 ▲ 21.2 ▲ 26.5 ▲ 25.6 ▲ 30.3 ▲ 32.4 ▲ 25.4 ▲ 26.5 ▲ 13.2 ▲ 18.4 ▲ 21.1 ▲ 17.7 3.4

広島県 ▲ 13.3 ▲ 23.2 ▲ 22.3 ▲ 31.3 ▲ 28.5 ▲ 27.3 ▲ 34.8 ▲ 20.1 ▲ 19.3 ▲ 30.1 ▲ 19.1 11.0

山口県 ▲ 26.4 ▲ 25.1 ▲ 23.6 ▲ 23.8 ▲ 22.7 ▲ 25.1 ▲ 27.1 ▲ 15.3 ▲ 17.3 ▲ 23.9 ▲ 19.7 4.2

四　国 ▲ 31.1 ▲ 29.2 ▲ 28.8 ▲ 29.7 ▲ 32.5 ▲ 24.9 ▲ 33.6 ▲ 15.1 ▲ 19.4 ▲ 24.8 ▲ 16.2 8.6

徳島県 ▲ 34.2 ▲ 31.8 ▲ 30.0 ▲ 23.0 ▲ 28.1 ▲ 17.3 ▲ 25.8 ▲ 17.7 ▲ 20.2 ▲ 23.8 ▲ 17.0 6.8

香川県 ▲ 38.6 ▲ 37.9 ▲ 31.2 ▲ 30.6 ▲ 34.0 ▲ 26.4 ▲ 37.0 ▲ 16.1 ▲ 15.1 ▲ 23.9 ▲ 25.1 ▲ 1.2

愛媛県 ▲ 24.3 ▲ 27.3 ▲ 29.4 ▲ 34.2 ▲ 32.0 ▲ 28.5 ▲ 37.9 ▲ 15.4 ▲ 21.8 ▲ 25.4 ▲ 12.5 12.9

高知県 ▲ 28.3 ▲ 18.6 ▲ 23.9 ▲ 29.3 ▲ 36.3 ▲ 26.3 ▲ 32.0 ▲ 10.3 ▲ 14.5 ▲ 22.5 ▲ 15.2 7.3

九州・沖縄 ▲ 33.1 ▲ 25.9 ▲ 29.7 ▲ 29.4 ▲ 31.4 ▲ 21.7 ▲ 28.9 ▲ 12.4 ▲ 20.0 ▲ 20.7 ▲ 9.1 11.6

福岡県 ▲ 22.2 ▲ 25.8 ▲ 30.2 ▲ 28.5 ▲ 29.4 ▲ 22.9 ▲ 24.7 ▲ 15.9 ▲ 21.8 ▲ 22.9 ▲ 13.8 9.1

佐賀県 ▲ 31.8 ▲ 25.1 ▲ 27.6 ▲ 25.0 ▲ 30.0 ▲ 18.8 ▲ 27.0 ▲ 13.1 ▲ 23.7 ▲ 24.3 ▲ 10.3 14.0

長崎県 ▲ 38.1 ▲ 33.8 ▲ 37.8 ▲ 35.9 ▲ 37.6 ▲ 33.4 ▲ 38.8 ▲ 10.9 ▲ 16.7 ▲ 21.4 ▲ 12.0 9.4

熊本県 ▲ 32.1 ▲ 23.4 ▲ 23.1 ▲ 26.4 ▲ 27.3 ▲ 14.8 ▲ 35.0 ▲ 14.2 ▲ 17.9 ▲ 15.4 ▲ 11.6 3.8

大分県 ▲ 38.7 ▲ 31.1 ▲ 34.4 ▲ 31.5 ▲ 31.8 ▲ 32.0 ▲ 34.1 ▲ 22.6 ▲ 28.1 ▲ 28.3 ▲ 20.3 8.0

宮崎県 ▲ 30.4 ▲ 21.9 ▲ 25.0 ▲ 24.8 ▲ 23.4 ▲ 17.2 ▲ 25.3 ▲ 14.5 ▲ 16.0 ▲ 15.0 0.6 15.6

鹿児島県 ▲ 38.9 ▲ 32.2 ▲ 31.5 ▲ 33.4 ▲ 34.9 ▲ 27.6 ▲ 29.9 ▲ 8.8 ▲ 24.2 ▲ 22.0 ▲ 17.2 4.8

沖縄県 ▲ 34.1 ▲ 19.1 ▲ 25.2 ▲ 30.2 ▲ 28.7 ▲ 9.0 ▲ 17.6 6.7 ▲ 0.2 ▲ 7.6 7.6 15.2

全　国

北海道

道南・道央

道北･ｵﾎｰﾂｸ

１４．業況判断ＤＩ（都道府県別）

前期差都道府県
2020年 2021年 2022年
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奈良県内経済情勢報告 
（令和 5年 4月判断） 

１．総論 

【総括判断】 

「県内経済は、持ち直している」 
 

項 目 前回（5年1月判断） 今回（5年4月判断） 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している  

（注）令和5年4月判断は、前回5年1月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、原材料価格高騰の影響がみられるものの、持ち直

しつつある。雇用情勢は、持ち直しつつある。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（5年1月判断） 今回（5年4月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある 
 

生産活動 
原材料価格高騰の影響がみられるものの、 
持ち直しつつある 

原材料価格高騰の影響がみられるものの、 
持ち直しつつある  

雇用情勢 持ち直しつつある 持ち直しつつある  
 

設備投資 4年度は前年度を下回る見込み 4年度は前年度を上回る見込み 
 

企業収益 4年度は減益見込み 4年度は減益見込み 
 

 

【先行き】 

 

先行きについては、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、持ち直していくことが期待される。
ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外経済の下振れが景気の下押しリスクとなっている。また、
物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。 
  

財務省近畿財務局 

奈良財務事務所 
 

令和5年4月 25日 

Kinki Finance Bureau Ministry of Finance Nara Finance Office Kinki Local Finance Bureau Ministry of Finance 
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 資料№6



２．各論 

【主な項目】 
 
◼ 個 人 消 費 「緩やかに回復しつつある」 

◼ 百貨店・スーパー販売は、物価上昇による消費者マインドの低下により、足踏みの状況にある。 

◼ コンビニエンスストア販売は、行楽需要などにより、引き続き人流が増加していることから、堅調 

に推移している。 

◼ ドラッグストア販売は、インバウンドや国内観光客の増加により、医薬品などで、堅調に推移して
いる。 

◼ ホームセンター販売は、外出意欲の高まりによる客足の減少などにより、足踏みの状況にある。 

◼ 家電大型専門店販売は、新生活需要による白物家電を中心に、持ち直している。 

◼ 乗用車新車登録届出台数は、小型車で前年を下回っているものの、普通・軽自動車で前年を上回っ

ており、全体では前年を上回っている。 

◼ 観光動向は、全国旅行支援などによる国内客の増加、インバウンドの増加により、緩やかに回復し
つつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 物価高騰が続くなか、総じて顧客は節約志向で、財布の紐が固くなっているものの、食料品については、総菜を中心に

好調。                                                                                (百貨店・スーパー) 
 
➢ 物価高騰による消費者の購買意欲低下により、前年同期に比べ売上が減少しており、特に、酒類全般の売上が芳しくな

かった。                                                                              (百貨店・スーパー) 
 
➢ 行楽需要により、駅付近の人通りがコロナ前よりも増加しており、売上・客数ともに、前期と比較して少し良くなって

いる。                                                     (コンビニエンスストア) 
   
➢ インバウンド回復の影響で医薬品の需要が高まっているほか、全国旅行支援による国内観光客の増加で、食品や飲料の

需要も高まっている。                                             (ドラッグストア) 
 
➢ 外出意欲の高まりにより、客足が旅行や外食に流れてしまっていることから、巣ごもり需要のあったコロナ禍の水準を

下回っている。                                                                              (ホームセンター) 
 
➢ 売上・客数ともに前期と同水準となっており、当期は新生活需要により一人暮らし用の白物家電がよく売れていた。         

(家電量販店) 
 
➢ 受注状況は引き続き好調で、1月以降、自動車の挽回生産が行われたことにより、販売台数は増加している。                  

(自動車販売店) 
 
➢ コロナ前までの回復には至っていないものの、当期は感染症による影響はほとんどなく、前年と比較すると好調に推移

している。                                                                                 (宿泊) 
 
➢ 1～2月は観光のオフシーズンであったが、全国旅行支援の影響により客室稼働率が高水準であるほか、台湾、韓国、香

港など近場からのインバウンドも増加している。                                                  (観光関係団体) 

◼ 生産活動 「原材料価格高騰の影響がみられるものの、持ち直しつつある」 

鉱工業生産指数は、「化学」「はん用機械」などが低下しているものの、「金属製品」「その他（印刷業）」
などが上昇している。 

なお、企業からは、中国国内における景気減速リスクを懸念する声が聞かれる一方、国内需要を中心に、
半導体関連や食料品関連で受注が好調との声が聞かれている。 

以上のことから、生産活動は、原材料価格高騰の影響がみられるものの、持ち直しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 国内の自動車生産は依然として半導体不足による影響があること、中国国内の自動車生産も今年に入り減少していること

などから、当社における当期の生産・販売も想定を下回っている状況。                         （はん用機械） 
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➢ 今期は、国内外問わず半導体向け製品が好調であったが、半導体向け製品に係る対中国取引が若干落ち込んでおり、工作

機械業界全体としても、中国における景気減速リスクを懸念しているところ。なお、当社においてはその取りこぼしを、中 

国からのEV関連の受注で補っている状況。                             (はん用機械) 
 
➢ 国内メーカーを中心に、パワー半導体や電子部品の引き合いが強かったほか、メンテナンス関係の需要が好調であったた

め、2022年度の年間売上は前年度を上回った。                                   (生産用機械) 
 
➢ 今期は、家庭向けの商品を中心に、生産量以上の受注が舞い込んでおり、生産が追いついていない状況。また、2022年度

は前年度に比べ、増収増益となり、販売数量も増加しているが、物価上昇の影響からか客単価は低下している。前年比150％

上昇となっている卵をはじめ、原材料価格の更なる値上げを懸念している。                   （食料品） 
 
➢ 生産・販売は前期と比較してほとんど変化は無いが、やや良い状況。特に、競合先の少ない製品に関しては、数年間フル

生産の状態が続いている。                       （化学） 
 
➢ 原材料や物流コストの増加分を販売価格へ一部転嫁した結果、今期の売上高は対前年同期比で微増。相次ぐ食料品値上げ

による最終消費者の購買意欲の落ち込みなどから、取引先も当社への発注量を調整しており、販売数量は対前年同期比で同

水準となっている。                              （その他製造） 

 
◼ 雇用情勢 「持ち直しつつある」 

有効求人倍率でみると、引き続き求人が求職を上回っており、持ち直しつつある。また、法人企業景気
予測調査の従業員数判断 BSIについて、全産業の現状判断は、令和3年4-6期調査以降8期連続の「不足
気味」超となっていることなどから、持ち直しつつある。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 構想設計できる設計士が不足しており、数人在籍しているものの、既存業務で手一杯のため、親会社からの出向者で何と

か充足している。                                                      (生産用機械) 
 
➢ 正規職員以上に、生産部門の現場作業員が不足しており、常に募集をかけているが、なかなか人が集まらない。また、賃

金の高い大手に流れる傾向にあることから、派遣職員も集まらない状況。                    (その他製造)                                             
 
➢ 求人を出すものの、条件の良い他社に応募が集まるため、希望人数には達していない。特に夕方から閉店までの人員が不

足気味であるため、不足分は派遣職員で補っている状況。                              (小売) 
 
➢ コロナの影響が少なくなり運行が正常化してきたことから、乗務員不足が顕著となっている。通年求人しているものの、 
現時点で希望採用人数の7割程度の確保にとどまっている。                            （陸運） 

 
➢  有効求職者について、コロナウイルスの落ち着きや賃上げによる期待感などから前期よりも増加している状況。一方、今

期の「宿泊業・飲食サービス業」の新規求人数は、全国旅行支援の影響で前期に求人が集中したことや、観光のオフシーズ

ンであることなどから、前年同月比での減少が継続している。                          （公的機関） 

◼ 設 備 投 資 「4年度は前年度を上回る見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和5年1～3月期 

4年度の設備投資は、全産業で前年度を上回る見込みとなっている。産業別では、製造業で前年度を下

回る見込みとなっているものの、非製造業で前年度を上回る見込みとなっている。 
 

◼ 企 業 収 益 「4年度は減益見込み」（全産業）「法人企業景気予測調査」令和5年1～3月期 

4年度の経常利益は、全産業で減益見込みとなっている。製造業、非製造業ともに減益見込みとなって
いる。 
 

【その他の項目】 

■ 住 宅 建 設  新設住宅着工戸数でみると、分譲において前年を上回っていることから、全体では前年を

上回っている。 

■ 公 共 事 業  前払金保証請負金額でみると、国、県、市町村において減少していることから、前年を下回

っている。 
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■ 企 業 倒 産  倒産件数は足下で前年を上回っている。負債総額は前年を上回っている。 

■ 企業の景況感  法人企業景気予測調査（令和5年1～3月期調査）の景況判断BSIでみると、現状判断は「下

降」超となっている。先行きについては、「上昇」超の見通しとなっている。 

 

〔連絡・問い合わせ先〕 

 近畿財務局 奈良財務事務所 財務課  

℡  0742-27-3162（直通） 
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